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インド太平洋防衛フォーラム は、アジア
太平洋地域の軍関係者に国際的な 
公共討論の場を提供する目的で、 
米国インド太平洋司令部司令官が四半期
ごとに発行する軍事専門誌です。本誌に
記載されている意見は、当該司令部 
または米国政府の他の機関の方針や見解
を表明するものではありません。特に 
記載のない限り、記事はすべて 
FORUM のスタッフが作成しています。 
国防総省長官は本誌の出版が、規約条項 
にしたがった国防総省の必要に応じた 
公共事業を行うために必要不可欠 
であると判断しました。 
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取り組みの一貫性
44 巻、1 号、2019 年

読者の皆様、

Indo-Pacific Defense FORUM、	
2019 年第1四半期版へようこ
そ。本誌では軍隊、保安部隊お

よび関連政府機関並びに民間組織の
取り組みの一貫性について特集して
います。
サイバー脅威、大量破壊兵器お

よび国際犯罪に対する取り組みとい
った、複雑なミッションや多次元的
な戦闘はインド太平洋地域におい
て優先的に実施され続けています。
情報共有から競合する優先順位の管
理、軍事ドクトリン、機器、言語や
軍事用語の違いまで様々な課題を克

服するうえで、複数の国家による関与と協力が必須です。 
軍が緊急時の対応を必ずしもけん引しないケースもあるため、効果的な

コミュニケーションは取り組みの一貫性を実現し、負担を軽減するうえで重
要なものとなります。FORUM の今号では、軍民両方のオペレーター同士の開か
れたコミュニケーションを維持し、両者の能力と限界を理解するうえでの複雑
さをひも解いています。例えば、人道支援機関は多くの災害救助を必要とす
る状況にいち早く対応することが多くあります。人道支援機関が様々な軍の
機能に対して知識を有していることで、結果として可能な限り多くの命を救
い できるだけ早く苦しみから救うことができます。
本誌の巻頭記事ではオーストラリア国立大学のデイビッド・ブリュースタ

－博士による、インド洋地域の海洋領有権を巡るインド・中国間の争いに関
する研究が紹介されています。
米国やそのほかの国家からの圧力や、非核化に向けた金正恩委員長

との 取り組みに応じて、北朝鮮は今までにない機会を提供し続けていま
す。FORUMの本エディションでは、退役した大韓民国陸軍、全仁・中将
が、米国、大韓民国および朝鮮半島の和平に興味を持っているそのほかの国
家と北朝鮮が行っている交渉における、複雑な文化背景について考察してい
ます。 
タイ王国軍平和維持活動センター（POC/Peace Operations Center）ディレ

クターを務めるナッタポン・ケッツムブーン（Nuttapong ketsumboon）少将
のインタビューでは、東南アジアに焦点を当てます。タイと米国による共同
軍事演習「コブラゴールド 2018(Cobra Gold 2018)」に続くタイの国際平和維
持への取り組みについて FORUM がインタビューしました。 
他の地域では、ロシアの存在がインド太平洋における覇権と存在感をめぐ

る既存の争いあらたに緊迫感を増しています。ロシアの影響は、ウラジミル・プ
ーチン大統領がこの地域へ食指を伸ばしていることからも感じらます。本誌
ではロシアによる覇権掌握の取り組みを探求し、ロシアの当該地域における
野望を抑えられるであろう、米国による毀損の取り組みを強調しています。 
今号が、取り組みの一貫性に関する既存の議論にさらなる対話を生み出

し、新たなアイディアを生み出すきっかけとなることを願っています。皆様
からのご意見・ご感想はいつでも歓迎いたします。FORUM スタッフ	
（ ipdf@ipdefenseforum.com ）までお寄せください。

敬具、
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議論に参加
ご意見をお聞かせください！

インド太平洋防衛フォーラムは、 
インド太平洋地域に軍事と安全保障の人員
を派遣しています。四半期発行の本誌は、
米インド太平洋軍司令部の産物であり、 
反テロから国際協力や自然災害まで、 
地域全体の安全保障に対する取り組みに 
影響を及ぼすトピックに関し、詳細な 
コンテンツを高品質で提供しています。 

FORUM では、思慮深い議論を引き
起こし、健全な意見交換を促進し
ます。オンラインで記事、写真、
議論したいトピックスやそのほか
のコメントを当誌に提出するか、
次までお問い合わせください：
プログラムマネージャー
インド太平洋防衛フォーラム
本社： USINDOPACOM Box 64013
Camp H.M. Smith, HI  
96861-4013 USA

インド太平洋防衛フォーラムでは、
毎日新しい記事を投稿し、他にも
コンテンツを提供しております。詳
細は次のアドレスをご覧ください：
www.ipdefenseforum.com
ウェブサイトでは次が可能です：
n	 オンライン限定コンテンツへの 
	 アクセス
n	 バックナンバーの閲覧
n	 フィードバックを送信
n	 定期購読のリクエスト
n	 記事の提出方法の詳細を見る

数多くの命に影響を与える問題を探究

全仁釩中将は、第 27 歩兵師団師団長および韓国
陸軍特殊戦司令部司令を務めた、2016 年 7 月
大韓民国（韓国）陸軍から退役した。米韓
連合司令部の副司令官、並びに国連軍司令部
軍事休戦委員会の上級委員も務めた。現在
ブルッキングス研究所東アジア政策研究セン
ターの外交政策部門の客員研究員を務めて
いる。数多くの受賞歴の中でも特に全中将

は、2005 年のイラクでの戦闘における活躍に対し花郎武功勲
章（Hwa-Rang Combat Medal）ならびに米国ブロンズスター
メダルを授与されている。国家安全保障、朝鮮半島、	
テロリズムおよび北東アジア地域を研究対象としている。	
14     ページに掲載

デビッド・ブリュースター（DAVID BREWSTER） 
博士はオーストラリア国立大学 国家安全保障
カレッジの上級研究員で、インド洋とインド
太平洋の海上安全保障を専門として研究	
している。またオーストラリア海軍	
シーパワーセンターの研究者、および	
メルボルン大学のオーストラリア・インド	
研究所の名誉フェローに任命されている。最新の

著書「海上のインドと中国：インド洋地域での海洋領有権をめぐる	
争い（India and China at Sea:Competition for Naval Dominance in the 
Indian Ocean）」では、インド洋でのインドおよび中国が自身の役
割をいかに見ているか、お互いに対する海洋戦略の発展について
論じている。24 ページに掲載

プルナ・チャンドラ・サパア（PURNA CHANDRA 
THAPA）大将はネパール軍の陸軍参謀総長	
である。36 年間の兵役中、軍隊本部軍事司令官	
や盆地部（Valley Division)司令官など、多くの
指揮官と師団長職に任命されている。彼は	
また 1986 年にレバノンでのネパール派遣隊の
小隊長から、2015 年 1 月から 2016年2月のゴラ
ンハイツでの国連兵力引き離し監視隊の指揮官	

まで、国連の様々な地位にもついている。華々しい経歴だけ	
でなく、ネパールのトリブバン大学を人文社会学専攻で卒業し、	
インドのマドラス大学にて防衛および戦略研究の哲学修士号を修
得している。42 ページに掲載

寄稿者IPDF

アレックス・カーター（ALEX CARTER）中佐 
は米国の士官であり、ハワイ、ホノルル	
にあるアジア太平洋安全保障研究センター	
 （Asia-Pacific Center for Security Studies: DKI 
APCSS）で軍事フェローも務めている。 
 
ダミアン・フェランド（DAMIAN FERNANDO）
大尉 は、タミル・イーラム解放のトラ	
 （ Liberation Tigers of Tamil Eelam：LTTE ）
との海上での戦闘経験を持つスリランカ海軍
士官である。両寄稿者ともアジア太平洋安全
保障研究センター（DKI APCSS）の総合	
セキュリティ対策コースの 2017 年卒業生	
である。今号では、スリランカ内戦からの対	
テロリズム戦略と戦術を共有している。	
46 ページに掲載

5IPD FORUM
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日本はカンボジアに対し、国際社会
からのフン・セン首相による弾圧
が懸念されているのにもかかわら

ず、総額 90 億円（9,000 万米ドル）を超える
円借款貸付契約および無償資金協力の贈与
契約を締結した。
日本の河野太郎外務大臣はカンボジア

のプラック・ソコン外務国際協力大臣と共
に、2018 年4月、経済発展並びに送配電網拡張
整備事業を対象とした 4 億 6000 万円（460 万米
ドル）の無償資金協力と 86 億円（8,600万米ド
ル）の円借款貸付契約を締結した。
最大野党であったカンボジア救国党

は、2017 年 11 月に政府の要求により解散さ
せられたことで、一部の西洋諸国よりその 
弾圧が非難され、援助の削減や一部の与党党員 
に対するビザ発給を禁止が求められている。
権利団体や野党党員は日本政府に対し、

フン・セン首相により強固な姿勢をとるよ
う求めていたものの、日本政府は選挙支援
を継続し、いわゆるカンボジア内政には 
干渉しないと述べている。

フン・セン首相は日本の経済援助を称賛
しているが、批判に対し激しく非難を浴び
せている。
「友人である日本政府が、カンボジアの

支援を決めましたが、一部の悪人にとって
はこういったニュースも、彼ら自身の悪さ
と同様に、悪いものと捉えることができる
ようだ」と、フン・セン首相は Facebook の
ページに明記している。
フン・セン首相との会談の際に、日本政

府がカンボジアが 2030 年までに上位中流の
所得国家になる支援をしたいと河野外相が
話したことを、フン・セン首相の補佐官であるイ
ーン・ソファレス氏が明かしている。
最近の声明で、安倍内閣の総理大臣補佐官で

ある薗浦 健太郎がカンボジアに政敵と対話を持
ち政治危機を終焉させるよう促した。ロイター

援助協定
AFP/G

ETTY IM
AG

ES

地域全般IPDF

AFP/G
ETTY 画

像

ニュージーランド労働党率いる政府
は、2018 年 6 月、ほとんどの海外旅行者に
対し税金を課し、インフラストラクチャの

資金源とし、南太平洋国家で活況を呈する観光 
セクターの負担を軽減する予定であることを明かした。
新しい税制では一人当たり最大 2500 円（24.40 米

ドル）程度が課され、中国・ニュージーランド公式
観光年でもある 2019 年中旬の開始を予定している。
これにより年間 39 億 7000 万円(3,970 万米ドル)か
ら 55 億 8000 万円（5,580 万米ドル）の追加資金を保全
やインフラストラクチャに提供できると見込んでいる。
ケルビン・デイビス観光相は、「私たちが旅行者

が必要とするインフラストラクチャを提供し、楽し
く過ごせるスポットである自然をより良く保護する
ことができるよう、旅行者に少々貢献して 
もらうことは公平だろう」と、メールで述べている。
ニュージーランドに一番旅行者を送り出して 

いる、隣接するオーストラリアは免税対象とされて
いるが、中国、米国、イギリスなどの観光源となる
国家のほとんどが対象となっている。
この税金はビザ申請を利用し、ビザを受ける資格の

ある人が到着に際して申請して手数料を支払う必要が
ある、電子渡航認証（Electronic Travel Authority ：ETA）
を通じて徴収される。
過去4年間における観光セクターの急成長は、 

ニュージーランドの目覚ましい経済成長を促進 
したものの、インフラストラクチャには負荷がかかり、
地元の人々はかつては静かだった自然の中の散歩道に 
観光客とゴミがあふれかえっていると苦情を寄せている。
企業・技術革新・雇用省のデータによると、 

人口約 450 万人の小さな国への旅行者数が、 
2015 年から 2018 年 4 月までで、年間 380 万人と
約 30% の大幅に増加した。ロイター

旅行者税

日本/カンボジア間

ニュージーランド



7IPD FORUM

ンドネシア政府は、東南アジア最大の経済体
における贈収賄とマネー・ローンダリングを
抑制するため、現金取引を制限する法律を	
議会に提案していることを、同国のマネー・

ローンダリング対策監視機関長が明かした。
草案では現金での支払いを最大1億ルピア（7,260 米

ドル）にまで制限し、2019 年の法的優先事項として	
割り当てたと、金融取引報告分析センター（PPATK）
長であるキイ・アガス・バダルディン氏も述べている。

イ

バダルディン氏は、「基本的にこの制限はマネー・
ロンダリングやテロ資金供与を許す範囲を削減するも
のになる」とコメントしている。
こういった法律がどの程度強制力があるかの詳細は

示されなかった。
インドネシアでの取引の約 85% は現金であり、銀行

やその他の電子チャネルで行われた取引よりも追跡が
しにくく、政府がマネー・ローンダリング、汚職、	
テロ資金供与に対策を立てるのを難しくしている。
バダルディン氏は、PPATK の検知したところで

は、現金によるほとんどの取引で賄賂が増加している
としている、とレポーターに話した。

PPATK ではインドネシア全土で行われる地方選
に関連している可能性のある、疑わしい現金取引
を 1,000 件以上発見したが、これに対して電子取引で
は疑わしい取引は53件にとどまっていると Tempo.co
は報告している。
インドネシアは、トランスペアレンシー・インター

ナショナル（Transparency International）による 2017
年年間腐敗認識指数において 180 ヵ国のうち 96 位で	
コロンビアとタイと同ランクに位置づけられた。
アグス・マートワルドホ（Agus Martowardojo）氏

は、インドネシアの中央銀行は、法律の草案作成に携
わっており、提案されている制限は法執行、ひいては
インドネシア銀行の働きを改善することができると考
えているとし、
支払いシステムの担当者にとっては、「現金取引は

問題ないが、現金以外の取引の方がより効率的だ」	
とも述べている。また、この計画では、銀行のより多
くの人々が電子取引できるようにするキャンペーンも
サポートしていると加えている。ロイター

 贈収賄との

戦い

インドでは航空機メーカーに国内製造を
促し、部品から始め、最終的には航空
機を完成させたいと、2018年 6 
月民間航空相スレシュ・プラブ（Suresh 

Prabhu）は話している。
Twitter のメッセージにおいて、プラブ民間航空相

はエアバス社やボーイング社に政府の旗艦政策で 
ある「インド製」キャンペーンに参加するよう呼 
びかけ、乗客数を伸ばし、運賃を削減した成長市場
の可能性を強調している。
インドの急速に成長する航空市場と経済に

は、1,000 人以上規模の旅客機と「もっと多くの」貨物
機が必要であると、プラブは Twitter に投稿している。

エアバス社はインドの航空会社が今後 20 年間
で 1750 機もの航空機を発注することを期待して
いると述べている。ボーイングは、同期間中に 
最大 2,100 機の飛行機が販売できると期待を寄 
せている。ロイター

国産 

航空
インド

インドネシアの
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テロリストの最新情報IPDF

インドネシア政府 
による
子供を使ったテロ攻撃の
悲劇後の 
対テロリスト法の強化
AP 通信
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インドネシアの議会は満場一致
で、2018 年 5 月下旬により厳しい
テロ対策法を承認し、留置日数を
延長し、軍隊をテロ対策に関与 
させた。子供を加害者として関与
させた爆破テロにより、国会議員

は至急行動する必要が生じた。
権利団体は改訂の一部は過度に範囲を広くとりすぎ

ているか、曖昧だと批判し、この点を取り急ぎ法に加
えるよう警告した。軍がテロ対策に関わる範囲は、 
民間当局の管轄区域から軍を遠ざけて来た 20 年の歴史
を撤回するものであり、議論を引き起こしている。
ジョコ・ウィドド（Joko Widodo）大統領は、議会

が改定を迅速に承認しなければ、特別な法令によって
改定内容を強制するほど危機が迫っているとしてい
る。2016 年 1 月のジャカルタで自爆テロと銃攻撃が 
発生した後、初めて改定が提案されたが、議会では 
改定を承認しなかった。
警察では 2018 年 5 月末までに、インドネシア第 2 位

の都市であるスラバヤで起こった自爆テロのイスラム
教過激派容疑者 14 名を殺害し、60 名を逮捕した。7 歳
の子供もいる過激派の家族が、この自爆テロを引き起
こしていた。
自爆テロでは 26 人が死亡し、イスラム教徒が 

マジョリティであるインドネシア人を恐怖に陥れたが、 
この犠牲者の中には実行犯の家族13名が含まれてい
る。主犯格はインドネシア過激派組織ネットワークの
スラバヤ地域のリーダーであり、イスラム国（ISIS） 
に忠誠を言明していた。
新法では、過激派に所属することが疑われる容疑者

に対し、罪状なしでの最大拘留期間を 3 倍の 21 日間と

し、逮捕から公判までの全拘留許容期間全体を約 2 倍の
2 年以上にした。

2003 年から施行されていた法の問題点に取り組んだ 
項目がいくつか追加され、攻撃を促す過激派の指導者や、 
ISIS に参加するために海外へと渡航したインドネシア 
人などの個人を訴追するための法的根拠を強化している。
テロ行為と脅威の定義に、イデオロギー、政治、 

安全保障上の混乱を動機として含むよう拡大した。 
一部の国会議員は法の乱用を防ぐべきだと話している。
テロ対策への軍事的関与は、後述の大統領令によっ

て定義される。
議会委員会議長であるムハンマド・シャフィー氏は

新法を見直し、インドネシア過激派ネットワークを 
制圧するうえでの警察の能力を向上させることを目的
とした軍事関与について言及した。
インドネシアは、1998 年に独裁者スハルトを追放

した後、民主主義国家となり、圧倒的な権力を掌握し
ていた軍の役割は、国防に縮小された。
インドネシアのテロ対策活動は現在、2002 年に

202 名の犠牲者（このうちほとんどの犠牲者が外国人
だった）を出したバリ島爆弾テロ事件後に設立された
優秀なインドネシア国家警察対テロ特殊部隊（Densus
88）によって指揮されている。当該部隊は、過去 2 年
で 23のテロ計画を阻止し、360 名以上の過激派の容疑
者を逮捕したと話している。

以下の写真：Densus 88 として知られるインドネシア国家 
警察テロ対策部隊 88 の警官が、東ジャバのスラバヤでの 
襲撃事件後、関与が疑われる過激派の隠れ家を確保。

スラバヤの教会の外の爆発現場でバイクの残骸を検査する 
警察の爆弾処理班。 
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インド太平洋の人身取引の記録には
変動がある。これらの地域には	
北朝鮮やビルマなど、最悪の犯罪者	
の一部が潜む一方、一部の国家で
はこういった恐ろしい犯罪と戦う

ための新たな法律やプログラムを実施し、成功	
事例もある。
米国国務省 2018 年人身取引報告書 は「人身取引

は全ての国家が影響を受けている国際的な現象であ
る」とし、「現代の奴隷制度の犠牲者は、世界中の
あらゆる地域で利用され、産業の現実世界やインタ
ーネットのページ上での労働サービスや商業的	
性行為を強制されている。問題の規模の大きさから、	
世界のリーダーからの統一的で包括的な対応を開発
し協力して、どんな国境にも逆らう犯罪に立ち向か
う必要がある」とまとめている。 
データは、人身取引犯罪の隠蔽された状態、政

府による取り組みの変化、報告構造の統一性の欠如
により年々変動している。しかし、ほとんどのデー
タが世界で 3,600 万人が人身取引の被害者である	
ことを示している。このうちのおよそ 3 分の 2 が	
インド太平洋地域と関連している。 
当時の米国国務長官レックス・ティラーソン	

 （Rex Tillerson）は 2017 年人身取引報告書発表時の
書簡で、「人身取引は、現代の最も悲惨な	
人権問題の1つだ」と語っている。「家族を引き裂き、	
グローバル市場を歪め、法治を破壊し、他の国際
犯罪活動を促進するものであり、公共の安全と	
国家の安全を脅かすものである。しかし最も悪	
いのは、この犯罪は人間の自由と尊厳を奪う点	
である。これが人身取引という悲劇を撲滅しなく
てはならない理由である。」
多国間組織および地域組織は、人身取引対策の	

ための共通の目標、コミットメント、および規範を作	
成するためのコンセンサスを育成するよう取り組ん
できた。例えば、東南アジア諸国連盟（ASEAN）	
は協力し、2017 年 3 月に法律上施行可能になった

ASEAN 人身取引（特に女性と子供の人身取引）	
対策協定により、地域および準地域レベルの研究	
およびデータ収集方法を標準化した。 
本協定では加盟国の国内法および政策の中で

特定の行動、並びに関連する国際的な義務を規定
し、人身取引の防止、被害者の保護、人身取引犯
罪の法執行および起訴、ならびに地域および国際
的な協力と調整の側面における地域的課題に取り
組んでいる。
具体的には、この計画はあらゆるレベルの社会

に人身取引について詳しく知らせるための啓蒙活
動、人身取引を防止するために必要な法執行機関や
その他の関係者の能力構築、人身取引の活動を阻害
するための国境を越えた協力と知識の共有、および
情報の交換の強化などを必要としている。

ASEAN 人身取引（特に女性と子供の人身取引）
対策計画では「一部の ASEAN 加盟国は受入国と	
みなされているが、他の国は送出国および中継国と
みなされている」としており、「加盟国が送出国、
中継国、または受入国であるかに応じて、ASEAN
加盟国の課題、国にとっての優先順位、戦略は異
なる。しかし、加盟国は人身取引の予防と撲滅に対
し、共通した関心とコミットメントを共有して	
いる。」と加えている。

BE MY PROTECTOR（保護者になって）
マレーシアの2つの非政府組織（ NGO ）は、2018
年 4 月、人身取引が疑われる事件の報告を目的とし
た初のモバイルアプリケーションを導入した。
「Be My Protector（保護者になって）」と呼ば

れるこのアプリでは、人身取引の被害者もしくは	
被害者の可能性のある個人のどちらかが写真をアップ	
ロードし、状況を説明し、深刻度を定義することが
できる。本アプリケーションをサポートする 2 つの
NGO 組織、Tenaganita および Change Your World
では初動調査を実施し、必要に応じて詳細を警察
やそのほかの関係諸機関に転送する。NGO による
調査は訴えを受信してから 24 時間以内に開始され
る。アプリケーション開発者は、2018 年末までに
100,000 ダウンロード、2023 年までに 100 万ダウン
ロードを達成すると見込んでいる。
一方、マレーシアの政府関係者は、過去数年間

に渡り、人身取引が疑われるケースの起訴を増加
させている。Benar News によると、2016 年は 131
件、2015 年は 26 件であった人身取引事件にかかる
起訴件数は、2017 年には 282 件であった。 

2017 年には、前年の報告期間と比較して、	
マレーシア政府が人身取引を抑制する取り組みを	
増加していることを示していたため、Tier 2（第 2 
階層）にアップグレードされた。しかし 2018 年の
報告書では、マレーシアは Tier 2 Watch List（第 2 
階層ウォッチリスト）に若干ダウングレードされた。	
両報告書は、当局が人身売買の被害者を特定し、	
保護するためにさらに取り組むよう促した。 
「ここには移民労働者が多いため、問題は	

大きく、マレーシアは人身取引の被害者をどう取	
り扱うかで世界的に測定される」と、	

違法な人身取引
と戦うための 
法律とプログラム 
を開始する当該
地域の国々
FORUM スタッフ
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セランゴール州立議会の元下院議長、	
ベナル氏は報告した。
政府関係者はこの問題に関す

る世間の注目を利用し、改善に
努め続けてきた。マレーシア当局
は、2020 年までに米国の最低限の
人身取引基準を完全に遵守できるよ
うになると予想している。

孤児院ツーリズムとの戦い
資金援助を生み出すスキームの	
一環として、東南アジアの子どもは	
家から引き離され、孤児院に入れ
られることが少なくない。こういった	
詐欺は「孤児院ツーリズム」として	
知られ、オーストラリアをはじめ
とする国々ではもう十分だと批判
されている。
オーストラリアのリンダ・	

レイノルズ議員は、「私たちがこの	

地域の問題を作り出してしまった	
ので、今すぐ他国と協力して解決
しなくてはならない」と話し、	
 「私たちは解決策の一部を担わなく
てはならず、行動は待ったなしで
す。」とも加えている。
こういった子供の被害者はしば

しば家族から捨てられ、金銭や他
のサポートを乞う詐欺に使用され
る孤児院でのツーリズムの標的と
なっている。ロイターによると、
オーストラリア人は歴史的にこの
地域のこういった孤児院の主要な
支援者であった。
オーストラリア外相ジュリー・

ビショップは、「我が国のボランテ
ィアは、多くが若者や学生ですが、
知らず知らずに人身取引に参加し…
このために最高 2,000 豪ドルを支払
っています」と述べている。「我々

はこれ以上この地域の子供たちを苦
しめたくない。この問題に取り組む
必要がある。」
オーストラリアは、「スマー

トボランティア」キャンペーンを
開始し、国民が海外の孤児院で行
われる短期的で、しっかりと訓
練されていないボランティアプロ
ジェクトに参加しないように周知
した。 
ロイターによると、カンボジア

でも孤児院が増えている。こういった	
数は、本当は騙されているのに善
意で活動を行っていると思ってい
るオーストラリア人や他国による
働きかけで増加している。 
国連のデータによるとカンボジア	

の孤児院に住んでいる 4 人のう	
ちおよそ 3 人には1人は少なくとも	
親がいる。

中国

オーストラリア陸軍

インド 
洋

北太平洋

インド

モンゴル

ネパール

ブータン

ベトナム 
フィリピン

台湾

日本

北朝鮮

韓国

パプア・ニューギニア

ニュージーランド

マレーシア 

ブルネイ 

インドネシア海軍

シンガポール
パラオ

トンガ

マーシャル諸島ミクロネシア連邦

ソロモン諸島 

東ティモール

フィジー

カンボジア

タイ

スリランカ

ビルマ
ラオス 

バングラデシュ

モルディブ

インド太平洋 
地域 

における
人身 
売買
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ロイターによると「最悪レベル
の孤児院では、お金を稼ぐことを	
目的に、子供を収容し利用している。	
孤児院とは子供のための救済として
最後の選択肢であるべきだ」と	
ビショップ氏は話している。
オーストラリア国民もこの	

問題から影響を受けている。	
オーストラリア内務省関係者	
によると、4,000 人ほどの	
オーストラリア人が世界中の鉱山、	
工場、風俗店、建設現場、農場で	
働き、現代の奴隷制度の犠牲	
になっていると推定している。
オーストラリアの 9News による

と、「こういった搾取では重大な犯罪
と深刻な人権侵害がおこなわれ、我々
が毎日使用する商品やサービスの道徳
性を汚すものである」とアレックス・
ホーク自治大臣補佐官は話している。

2018 年現代奴隷法は 2018 年 6 月
28 日にオーストラリア議会に提出
された。この法案が通過すると、
本法案により連邦法の下犯罪化さ
れた現代の奴隷制に関する報告が
増加するが、報告しない場合の刑
罰は規定されていない。

排除に向けた協力
当局はフィリピンのアンへレスが	
東南アジアの人身取引の多発地域と
なっていると見ている。警察、	
検察官、その他の政府機関、および	
NGO は、人々を教育して、人身取引	
を防止し、被害者となっている可能性	
のある個人の特定をするうえで協力
してきた。
ロイターによると、マニラに拠

点を置く反人身取引慈善団体	
ビサヤンフォーラム基金（Visayan 
Forum Foundation）の創設者兼責任者	
のセシリア・フロラ‐オエバンダ	
 （Cecilia Flores - Oebanda）氏は	
 「我々は積極的に予防に力を入れ、
人身取引のサイクルを断たなくては
ならない。警察の手入れや救助を	
数多く見てきたが…文化は変	
わらない。人々が犯罪に対して意識
をもつ必要がある」と話している。
フィリピンは、人身取引撲滅

における取り組みで、米国国務省 
2018 年人身取引報告書から 2 年間
連続トップ評価を受けた唯一の	
インド太平洋諸国である。しかし、	
ウォーク・フリー・ファンデーション	
（Walk Free Foundation）によ
る 2016 年のグローバル・スレイ
バリー・インデックス（Global 
Slavery Index）によると、現代の	
奴隷制度の被害者は40万人近く	
 （人口の 250 人あたり 1 人の割合）
に上るとされている。
人身取引についての議論に対す

るサポートの一部は被害者自身が担
うことができる。
すでに救済軍の反人身取引キャ

ンペーンで活動するサバイバーの	
一部には、教育、訓練、雇用を受	
ければ、生活を再建し、他者の	
模範となることができる。
子供の時に売春を目的に売られ、	

サバイバーから活動家になったダン
は「サバイバーのリーダーは自由の
中で自分の人生を始める人々に希望
を与え、将来可能になることの具体
例を示すことができる」とロイター
に話している。

インド政府はサバイバーに洋
服や家具を作る仕事を提供して
おり、米国はケータリングと	
コーディングの仕事を提供して	
いる。世界的に、新しい生活を始	
められるよう奴隷制度からの	
サバイバーが仕事ができるように	
する方法が、一層求められる	
ようになってきている。
被害者、政府、NGO および	

コミュニティ自体のつながりを継続的	
に育てて、人身取引のサイクルを打
ち破る必要がある。
「相互接続されたマーケット

であり、移動性労働力、デジタル
コミュニケーションの時代におい
て、人身取引業者は被害者を活用
するためのより新しく、より洗練
された方法を開発し続けている。
人身売買業者は、利用しているも
のの脆弱性を特定し、育て、困難
な状況と不安定さを利用し、予期
せぬ方法で政府の政策や活動を利
用することに特に熟達している」
と、2018 年人身取引報告書は締め
くくっている。「国の政策が	
どんなに意図した目標を達成	
するうえで効果的かに関わらず、
政府は継続的にその政策を検討し、	
テストして、人身取引を可能にしたり、	
これに貢献したりすることがない
ようにする必要がある。」 
報告書はこういった対策なしに
は、人身取引は引き続き繁栄し続

けるだろうとしている。「一部の政府
による国家安全保障と地域の安定
性の追求も間接的に人身取引を実
現する可能性がある。時に、政府
による武装部隊や団体への支援と
作戦上の連携が、武装団体への強
制的な採用、児童の採用や登用、
または性的利用を通じて人々を悪
用使用とする権限を意図せず与え
てしまうこともある。」とも報告
書は指摘している。 
「軍隊や武装団体を支援する	

政府は、こういった組織の活動の	
すべての範囲を理解し、政府のリソース	
をいかに行動させるかを確実に理解
する必要がある。政府は、公衆に	
不正行為を報告するよう呼びかけ、
告発を見直すための透明性のある	
プロセスを確立し、犯罪者に責任を	
負わせ、最終的にそのようなグループ	
に対するサポートと調整を終了	
させるなどといった適切な措置を講
じるべきである」ともしている。o

TIER 1（第 1 階層）： 
政府が人身取引被害者保護
法の最低基準を完全に満た
している国。

TIER 2（第 2 階層）： 
政府が人身取引被害者保護
法の最低基準を完全に満た 
してはいないが、こういった 
基準に準拠するために 
大幅に努力している国。

第 2 階層ウォッチリス
ト：政府が最低レベルの 
保護基準に完全に準じてい
ない。重度の虐待の被害者 
の数が著しく多い、もしくは 
著しく増加している。

TIER 3（第 3 階層）： 
政府が最低限の保護基準を
遵守せず、大幅な努力を怠
っている。第 2 階層 
ウォッチリストに 2  
年以上対象として留まり続
けた国は自動的に第三階層 
までダウングレードされる。

出典：米国国務省 人身取引報告書 2018

年 6 月

FORUM イラスト
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インド太平洋地域で共有され
るもう 1 つの長期的な課題

（退役）全仁釩中将大韓民国（韓国）陸軍

長長く難しい交渉プロセスが、米国と北朝鮮を待っている。
交渉は北朝鮮の違法な核兵器能力だけでなく、他の大量破
壊兵器やその輸送手段も焦点としている。北朝鮮と協力	
しなければならない全ての国が直面する課題を全部理解	
するには、北朝鮮とその軍事力を理解する必要がある。 
北朝鮮の通常戦力ではあまり高くない技能を持つ	

人材が時代遅れの戦車や航空機を操縦しているものの、
それでも北朝鮮軍は無視できない軍として考慮に入れ
るべきである。まず北朝鮮は要塞国家と 100 万人を超え
る軍隊を維持できることに加え、特殊部隊として目	
されている、より体力のある、装備の良い、優れた地上	
部隊を有している。北朝鮮の特殊部隊は、他のほとんど	
の現代的な軍隊と比較して、装備や訓練の面で劣	
っているものの、やる気があり体力面で優れている。
北朝鮮はまた 10,000 以上の携帯式防空ミサイルシステム	
 （MANPADS ）で武装している。この兵器は携行型の
地対空ミサイルで、典型的な誘導型武器であり、低空
飛行機、特にヘリコプターにとって脅威となる。多く
の携帯式防空ミサイルシステムは、装甲人員運搬車、

戦車および自走砲に搭載されている。携帯式防空	
ミサイルシステムを搭載した多数の車両が、北朝鮮の多種	
多様な通常型高射砲と組み合わせられることで、回転
翼航空機の航行、特に昼間、困難かつ危険になる。
次に、北朝鮮は GPS 妨害機能と安価な使い捨てドロ

ーンの使用に投資を続けている。可能性のある投資の
結果として、空中、海上および陸上プラットフォームから
の精密機械の破壊と、ドローン偵察、ジャミング、および
生物兵器および化学兵器を含む兵器運搬があげられる。
これまで、韓国はこういったドローンを検出するのに苦
労しており、そのまま撃ち落とすことはなかった。こう
いった状況は対抗能力の欠如だけでなく誤解や事態の深
刻化の可能性があるため、対応しにくいのも、 北朝鮮
の実力を別の形態で表しているだろう。
第 3 にして、最も脅威であるのは北朝鮮のサイバー

能力である。北朝鮮はサイバー上のスーパーパワーで
ある。北朝鮮のサイバー能力は、その人口全体から採用
される人材の能力に根差している。才能に恵まれた人材
に、情実を考慮せずにサイバー戦士として働くよう命令
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することができる。北朝鮮政府は道徳的または法的な
制約なく運営ができるため、サイバーオペレータに	
より多くの経験と専門知識を提供できる作戦で試し、
こういった作戦を実行することができる。北朝鮮の	
サイバー人材の採用とトレーニングプログラムは、	
少なくとも 20 年にわたり継続されている。セキュリティ	
分析官は、北朝鮮が国際的なサイバー窃盗活動に関与	
しており、サイバーによる脅迫、破壊、インフラストラクチャ	
への直接攻撃が可能であることを確認した。

生まれたときからの服従
最後に、北朝鮮にはその文化に深く根付いている、
出生から人を差別するという不安な側面がある。	
これは社会的問題以上の問題である。北朝鮮社会は
階層システムである「成分（Songbun：ソンブン）」	
を活用し、人民の管理を維持している。こういった
抑圧的な制度は、1990 年代の飢餓にも耐え、その	
政権に有効であることが証明された。

北朝鮮の指導者は、原則として国民を出生から 3 大
階層に分類し、現在この階層内の 45 分類に国民を置い
ている。北朝鮮社会のトップは「核心階層」である。	
この階層には、革命家の子孫、日本人やアメリカ人との	
戦争で戦った親から生まれた子孫、共産党員、軍のエリート	
などが所属している。核心階層への所属は出生に由来	
するもので、仕事や努力によって得られるものではない。	
北朝鮮の人口の約 28%（およそ 600 万から 700 万人）
が、この階層に該当し、このうち半数が北朝鮮の	
首都である平壌に住むことのできる特権を持つ。

2 番目の階層は「中間」または「動揺」階層	
である。この階層には商人、販売員、中華系朝鮮人、	
日系朝鮮人、徴兵忌避者、迷信崇拝者などの子孫が多	
く含まれる。北朝鮮の人口の約 45% が、この階層に

平壌の金日成広場で、建国の
父である金日成主席が生まれ
た 2012 年 8 月 15 日の 100 周
年記念日に、主席とその後
継者金正日の肖像画の下に
立ち、拍手する北朝鮮の武
官。AP 通信社

2011 年 10 月黄海南道の白州病院にて栄養不足にあえぐ北朝鮮の
赤ちゃん。北朝鮮の食品流通システムは、その階層システムに関
連付けられており、特に低下階層での食糧不足に頻繁に関連して
いる。 ロイター
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朝鮮半島の軍事バランス
大型武器の比較

核能力
6 回の核実験を行い、 
直近では 2017 年 9 月に実施

化学兵器
2,500 ～ 5,000 トンを保有

潜水艦

北朝鮮 韓国

F-22  
(戦闘機)

ソウル

平壌
B-2 ステルス
戦略爆撃機
 （核能力あり）

B-52 戦略 
爆撃機
 （核能力あり）

米国による韓国
への支援
武器

人員

火星 15
実験済み大陸間弾道 
ミサイル、2017 年 11 月

終末高高度 
防衛ミサイル
(THAAD)
2017 年 3 月に展開され
た弾道弾迎撃 
ミサイル・システム

装甲人員運搬車

2,500

4,000 22,100 120 万

545

286
3

383

2,672

70

3,600

2,418 11,368 50 万

556

602 23

116

212

23

シンクタンク： 大砲および防空機関砲 出動できる部隊 戦闘用機

ヘリコプター 主な戦闘艦 巡視船 上陸用舟艇、 
ホバークラフト

韓国に 28,500

人駐留

韓
国

出典：Military Balance 2017（軍事バランス2017）、国際戦略研究所、
ストックホルム国際平和研究所、The Changing Military Balance In The 

Koreas And Northeast Asia（韓国と北東アジアの軍事バランスの変化）
戦略国際問題研究所、フランス通信社
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北朝鮮の首都、平壌の眺
め。北朝鮮の特権階級で
ある「核心階層」のほぼ
半数が居住している。
AFP/GETTY 画像

北朝鮮によるサイバー犯罪の 10 年
犯罪捜査官は世界中の多くのサイバー攻撃を北朝鮮の国家体制によって資金提供されているハッカーに結びつけ
ている。時にハッカーは金銭や情報を盗むこともあるが、他の攻撃では、公益事業システムなどの 
インフラストラクチャを無効化することを目的とする。他には金正恩を中傷したと認識した者をターゲットとしている。

出典：ZDNet、国際戦略研究所による報告書「The conventional military balance on the Korean Peninsula（朝鮮半島の従来の軍事バランス）」 2018 年

2009
大統領、国防、および銀行 
のウェブサイトへの 
ハッキング。米国のペンタゴン 
とホワイトハウスへも 
ハッキングあり。

2010-2014
韓国政府、国家機関に
対する 75,472 回の 
サイバー攻撃。

2011
韓国の農場協同組合ノンギュップ 
 （Nonghyup）がターゲットにされ、
銀行が操業できなくなり、顧客は
1週間以上資金にアクセスできな
かった。

2013
北朝鮮の通信社 KNCA が、韓国 
政府を破壊することを誓う政権の 
メッセージを中継したため、 
韓国の大手銀行、放送事業者が 
一時休業した。

2014
ソニー・ピクチャ・エンターテイメントの
ネットワークに侵入し、ジャーナリストが
金正恩を殺害する風刺映画「インタビュー 
 （The Interview）」のリリースにオンラインに
情報を漏洩して対抗した。

2016
•	マルウェアに感染した 
イントラネットサーバを 
使用した韓国軍の司令部 
から機密情報が盗まれた。

•	バングラデシュ銀行の 
連邦準備口座から 
マルウェアにより 8,100 万 
ドルが盗難された。 
同様の盗難がフィリピン
やベトナムの銀行でも
発生。

2017
•	北朝鮮政府関係者が、世界中の 
企業を感染させた Shadow Brokers 
による EternalBlue を含む WannaCry の
ランサムウェアをまき散らした。

•	FireEye 社の報告
によると米国の 
電力会社が攻撃を
受けた。

•	北朝鮮とつながりを持った
Covellite のハッカーが米国、 
ヨーロッパ、東アジアの消費者向
け電力会社を攻撃。

2017-18
暗号通貨取引所か
ら数百万ドルが盗
まれる。

2018
•	クリプトジャッキングタイプの 
マルウェアが公開され、暗号通貨が 
世界中で採掘された。違法に得ら 
れた収入は金日成総合大学に送金 
されていた。

•	北朝鮮の裏切り者や、政権を対象 
としているジャーナリストを 
ターゲットとした、マルウェアが 
仕込まれた Android アプリが Google  
Playに掲載された。

•	カナダの輸送機関である 
オンタリオ州のメトロリンクの 
IT システムを破壊しようとする試み。
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該当し、このグループには約 1,400万人から 1,500 万
人の北朝鮮人が含まれる。この階層には核心階層が
存在し機能するためのシステムを維持するための	
労働者が所属する。 

3 つ目の階層は「複雑」または「敵対」階層	
である。この階層には地主、聖職者、反政党勢力、	
裏切り者の家族などが含まれる。人工のおよそ 27% 
 （約 600 万人）がこの階層に該当している。古い鉱山
やその他のつらく危険な作業現場で働かせざるを得
ない追放者が所属している。この階層の約 150,000 ～ 
200,000 人が強制収容所に入れられていると分析官は	
推定している。

こういった政府の制度では、原則として住民が	
どのように政治的に危険となる可能性があるかを判断	
するために、家系に基づいてすべての住民を分類する。職業	
や教育からどの程度の食料を受け取るかまで、北朝鮮人の
生活のほぼすべての側面は、所属する階層によって決定される。	
例えば、1990 年代の飢餓やその他の慢性的な食料不足の
間、政権は北東地域にいる人々のように、政治的に望ま	
しくない人口に対する食糧供給を削減した。分析官による
と、咸鏡北道の人口のおよそ 30% が 1990 年代に起きた史
上最悪の飢饉の際に死亡したとしている。北朝鮮の難民の
大半（およそ 60%）がこの地方から来ている。
この社会システムは重度の洗脳教育で強化されて

いる。北朝鮮の子供が幼稚園に入学し最初に学ぶこと
は、「偉大な」指導者金日成がたった一人で日本を倒
し、朝鮮の人々に自由をもたらしたことである。他に
人気があるのは、すべての問題が米国や、その操り人形	
となっている韓国から生じているというテーマである。	
さらにチュチェ思想、もしくは主体思想とは朝鮮の人
々が金一族の指導の下、進むべき唯一の道であるとす
るものである。
これらの洗脳方法は監視システムとスパイおよび

情報提供者のネットワークによって支えられており、
北朝鮮の政治体制に疑いを表明することは不可能で	
ある。発砲部隊による銃殺刑、絞首刑、そして火刑で
さえも公開処刑として行われている。

社会的脆弱性
北朝鮮は難しい相手ではあるものの、その厳しい	
社会的制限が、北朝鮮で最も弱く、最も攻撃可能な側面と	
思われる。北朝鮮の指導者はキロトンレベルの爆弾や
核攻撃の脅威よりも、自由と民主主義に関する真実を
伝える情報活動の脅威をより懸念しているだろう。
北朝鮮との交渉では、支配的な一般の社会通念の	

側面を調べてみることが役立つかもしれない。	
北東アジアにおける数百年もの戦争が、戦争に道徳や名誉が	
ないことを人々に伝えた。敵をだまし、嘘を伝えだま
すことも常套手段である。
徳川家康（1543-1616）が天下を取るために	

戦っていた際、日本を初めて統一した豊臣秀吉の息子	
である豊臣秀頼は、難攻不落の要塞だと思われていた、
大阪城を手にしていた。家康は秀頼に特使を送り、和平
を申し出た。戦闘にうんざりしていた秀頼はこれを受け
入れ、家康の家臣が堀を埋めるのを許可した。これを受
け、家康は攻撃を行い、秀頼と秀頼の母は自害した。
後に、誠実な言葉を裏切る行為に対する批判を受	

けて家康はこう話したという。「世の中に敵将の	
言葉を信じる将軍がどこにいる。死んで滅亡するのが
当然だ」徳川家康は日本の初代将軍となり、徳川一族
は 260 年も国家を統治した。o

北朝鮮にとっては裏切り者である、反北朝鮮市民団体のリーダー、
朴尚學（Park Sang-hak）は、2018 年 5 月に韓国坡州市の非武装地
帯近くで、北朝鮮の金正恩指導者を非難するリーフレット含む風船
を放つ準備をしていると話している。 ロイター

北朝鮮の指導者はキロトン
レベルの爆弾や核攻撃の脅
威よりも、自由と民主主義
に関する真実を伝える情報
活動の脅威をより懸念して
いると思われる。
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政学的な関係性と戦略的パートナーシップ
の変化はインド太平洋地域にとって全く新
しいことではない。2018 年、ロシアはこ
ういった変動のある同盟を操作して利用
し、地域的な影響力を発揮しようとした。

一部の国は変動に対してロシアが示している興味
を歓迎しているが、他の国は、ロシアによって競争
が増すことで軍事と経済の安定を損なう可能性が 
あると警告している。

「テロではなく、大国による覇権争いが、現在米国
の国家戦略の主要な焦点になっている」と、2018 年1月
に当時の米国国防長官ジェームス・マティスが述べて 
いるが、インド太平洋に対してロシアが攻撃性を増した 
ことに直接言及したものだと、AP通信は報告している。

米国により開始された「自由で開かれたインド太平洋 
戦略（Free and Open Indo- Pacific Strategy：FOIP）」は、 
ロシアが国際規範およびルールに基づく秩序の遵守を
確実に行うことで、地域の未来を決めようとする試 
みを複雑化する可能性がある。

強力な同盟とパートナー
シップは、米国の安全戦略
の基礎を生み出す。同盟は
インド太平洋地域における
経済的および政治的繁栄を
実現する地域の安定を 
支えている。米国は、平和
を維持し、成長を推進する

関係を育成することに強く関心を持っている。米国は 
相互の利益における、三方および四方のメカニズム
を含むパートナーシップのネットワークを形成し続
け、この地域で共有する継続、安全、ガバナンスの

目標を推進している。様 な々価値観が存在するが、
しかしロシア政府と中国政府のやり方の矛盾が露呈
することがよくある。 

米国国家安全戦略は「中国とロシアはアメリカの
権力、影響力、利益に挑戦し、アメリカの安全と 
繁栄を侵害しようとしている」とし、「彼らは経済の 
自由や公平性を減退させ、軍隊を成長させ、情報と
データを制御して社会を抑制し、影響力を拡大する
と決断している」と加えている。 

機会をとらえる
フィリピンのロドリゴ・ドゥテルテ（Rodrigo Duterte）
大統領は、他国との関係を拡大し続けている。こう 
いった取り組みにおいて、ドゥテルテ大統領は 
ロシアにフィリピンの新たな同盟先および後ろ盾と 
なるよう求めた。ロシアのフィリピン大使イゴール・ 
アナトリエヴィッシュ・チョヴァエフ（Igor Anatolyevish 
Chovaev）は、2018 年1月、ロシア政府はフィリピン
との関係性を深めるために高度な武器を供給する準備
ができていると伝えた。

フィリピン・ライフスタイルニュース（Philippines 
Lifestyle News）ウェブサイトによると、「ロシアの 
友人を歓迎する。休暇でも、物資を補填する目的でも、 
もしくは後ろ盾となる我々の味方としてでも、必要な
時はいつでもここになんでも停泊できる」とドゥテル
テ大統領はロシア海軍太平洋艦隊長、エドワード・ 
ミハイロフ少将に 2018 年1月に述べた。

2018年4月のダッカ・トリビューン（Dhaka Tribune） 
紙の報告によると、フィリピンに加えて、ロシアは
東南アジア諸国であるインドネシアやミャンマーに
も武器を販売している。

地

ロシアの

野心
インド太平洋同盟の状況の変化を利用した	

ロシア政府による権力拡大
FORUM スタッフ

フィリピン、マニラの国立リサ
ール公園での実演中に、個々の
戦闘スキルを披露するロシアの
海兵隊モスクロイ・ペホティ 
 （Morskoy Pekhoty）。ロイター
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ウラジミル・プーチンは、当然 2018 年3月に再選	
され、ロシア大統領として4期目を迎え、2024 年まで
その職を維持する。プーチンの継続的なリーダーシップ	
が確定することは、ロシアがインド太平洋にますます
積極的に働きかける要因となり得る。
ダッカ・トリビューン（Dhaka Tribune）紙は	

ウラジミル・プーチン大統領の最近の行動は、彼がロシア	
の国境を越えて権力を求める野心を高めているだけで
なく、米国一極が影響を与えていた世界の一部の空白
を埋めることができるとも感じていることを明らかに
示す」と報告している。
さらにロシアの参加を望む東南アジア諸国はベトナム	

である。ベトナムはまた、米国と中国との関係も	
強化し続けている。
ベトナムニュースは、「党、州、国民議会、	

政府、およびベトナムの人々は、伝統的なロシアとの	
友情と効率的な協力を大いに重視し、その外交政策
の最優先事項の 1 つとして、包括的な戦略的パートナ
ーシップの発展を常に重視している」とベトナム	
共産党長官グエン・フー・チョンは、2018 年 1 月に述べ	
たと報じている。
ロシアとベトナムの防衛関係は、ベトナム戦争に	

先立った冷戦に端を発している。最近更新された両国間	
の防衛協定では、協力的な企画、会議、演習が含まれる 
2020 年までの活動を概説している（公的な詳細は	

ほとんど公開されていない）。ロシア海軍司令部は、
ロシア戦艦が利用できる海洋物流基地を再開し、主に
この基地から、インドと太平洋における海賊行為と戦う	
ロシア戦艦への支援提供を提案している。

2018 年3月ベトナムの対口担当であるファム・ビン・
ミン氏との会談後、「ロシアとベトナムは、世界秩序の
問題、国際法、国際連合の中心的な役割、あらゆる問題
を解決するための集団的アプローチ、そしてすべての	
紛争を解決するための唯一の平和的な方法について意見を	
共有している」と、ロシアのセルゲイ・ラヴロフ外務大臣	
が述べたとイタルタス通信が報じている。
ロシアとベトナムは、インド太平洋地域のすべての

国の「持続可能な発展を確保し、安全保障上の利益を
満たすような協力体制」を確立しようとしていると	
ラブロフ外相は加えている。「ロシアとベトナムの軍事	
協力および軍事技術協力は、これらの条件を完全に満
たしている。」	

未解決の対立
紛争は継続しているものの、ロシアは自身の攻撃的な
活動が、より広い地域への影響力を主張するロシア	
政府の野心を苦境に追い込む可能性がある。
例えば、ロシアと日本は、北海道（日本）から	

カムチャツカ（ロシア）までを結ぶ 1,300 キロにわたる火山	
列島をめぐって衝突を続けている。両国はクリル列島

2017 年 1 月にフィリピン、マニラでロシアの対潜水艦軍艦、アドミラル・トリビューツ（Admiral Tributs）上で、フィリピンのロドリゴ・
ドゥテルテ（ Rodrigo Duterte ）大統領（左から二人目）を案内しているロシアのエドワード・ミハイロフ少将（右）。 AFP/GETTY画像
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内の大半の土地の領有権を主張しているが、特に	
ロシアは日本では択捉島と呼ばれるイトゥルップ	
島の滑走路の支配を望んでいる。

2018 年 4 月に行なわれたクリル列島での軍事訓練中
に、2,500 人以上のロシア軍が領有権を主張し、日本は
公式に苦情を申し立てるに至った。
「これら 4 つの島での軍事的プレゼンスの強化は、	

日本の立場と矛盾するものである」と、日本の内閣官房長官	
である菅義偉氏話したと news.com.au.が伝えている。
日本が第二次世界大戦の降伏を命じたポツダム宣言

の条件に合意し受諾した後、1945 年にソ連軍が当該列
島地域を占領した。しかし領土紛争により、日本と	
ロシアは第二次世界大戦後平和条約を締結することがで	
きなかった。
ロシア太平洋艦隊に属する戦車、砲兵部隊、船舶が

実弾射撃訓練を含む軍事訓練に参加したと、日本の	
放送事業者 NHK ワールドが報じている。
ロシアは 2018 年 1 月にクリル列島に軍用航空機を	

配属することを発表した。本件は第二次世界大戦終了の	

公式な平和条約を締結するための日本との会談の中で
行われた。日本の安倍晋三首相は、ロシアが悪意をも
って交渉したと批判し、会談を撤退する恐れがあると
言及した。
ジャパンタイムズ紙によると、「両国の人々の間

で相互的な信頼と理解に基づく関係性を構築すること
が、平和条約締結の上で重要な一歩である」と、2018
年3月、ロシアの担当官との会談後日本の河野太郎	
外務大臣が語ったとしている。
太平洋沖では、ロシアがインドネシア沖の公海で	

軍事演習を行うために戦略爆撃機を派遣し	
オーストラリアの神経を逆なでた。
ガーディアン紙によると「ロシアが存在感を示し、

太平洋の安全保障に関わり、軍事力によってこれを示
したいと考えていることを思い出させるものだ」と、
オーストラリア戦略政策研究所のピーター・	
ジェニングス氏が語ったとしている。

2017 年 12 月、ロシアの爆撃機がインドネシアの	
ビアク空港から離陸後にパトロールを実施した際、	
オーストラリア国防省は「準備が短時間になった」	
と話したと ガーディアン紙は伝えている。
ガーディアン紙によれば、ジェニングス氏は、	

オーストラリア国防軍はロシアが情報収集活動を行うこと	
に懸念を抱いているかもしれない「なぜなら世界の	
この地域にある重要な同盟軍の存在を見たくなければ、	
わざわざ遠くから南まで来ないだろうから」と	
コメントしたと伝えている。
同紙にはロシアがこの地域での影響力を促進	

するための一連のデモンストレーションも掲載され	
ている。2016 年、ロシアはコンテナ 20 個分の武器
と軍用品をフィジーに秘密輸送し、これに続き	
ロシアの隊員が武器訓練を提供した。2014 年、	
ロシア政府とオーストラリア政府間の緊張が高	
まったため、ロシアはブリスベンで開催された 
G20 サミットの数日前にオーストラリア北部へ	
海軍艦艇を移動させ不安を引き起こしたと、	

ガーディアン紙は伝	
えている。
ロシアとオーストラリア	

間の緊張により、2018
年 3 月、オーストラリア
政府が、ロシアに旅行	
すると市民が反西洋感情
や嫌がらせに直面する	
可能性があると警告するに	
至った。
オーストラリア外務省

は「現時点では、	
オーストラリア政府は、	
ロシアに旅行するオースト
ラリア人に対する問題が増
えていることは認識してい
ないが、セキュリティと	
政治的状況を密接にフォロー	
し、旅行に関する最新の	

アドバイスを入手し続ける必要がある」、「警戒を怠
らず、抗議やデモを避け、政治的発展について公的に
コメントしないように。」と声明で述べている。
翌月の4月、400 ものオーストラリア企業がサイ

バー攻撃の被害を受けた。オーストラリア、英国、
および米国は、ロシア政府が支援したハッカーが、
政府機関、企業、重要なインフラオペレータを対象
としたサイバースパイ活動を行い、世界中のコンピ
ュータルーターを感染させたと非難した。
オーストラリアのサイバーセキュリティ大臣	

アングス・テイラーは「奴らが裏にいることはわか
っているし、重大な攻撃の拡大段階である」と	
オーストラリア放送協会に述べている。「この時点
で最も大切なのは、攻撃が誰によるものかという点	
である。だれが攻撃の引き金を引いているのかを知
っているかを言うことについては、同盟国と共に取
り組んでいるが…受け入れがたい態度だ。」o

日本の最東端で
ある北海道の
納沙布岬から出
港する日本の
巡視船 PS08 「か
りば」。背景に
は、日本は北方
領土として、ロ
シアが同地域を
クリル列島の一
部としてその領
有を主張してい
る、領有権紛争
がある。ロイター
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インド太平洋主要国として急速に台頭し
つつあるインドと中華人民共和国	
 （中国）の富、権力、利益の拡大に伴い、	
海上領域を含めて両国の接触度合いが
ますます高まっている。この両国の	

関与状況は、21 世紀のインド太平洋における重要な	
戦略的課題の 1 つとなり得る。
両国間における多くの未解決問題を抱えるインドと

中国の安保関係は複雑である。とりわけ中国が南アジ
アやインド洋地域（IOR）で著しくその存在感を	
高めていることから、同国が戦略的環境を形成し、	
対インドと考えられる連合体を組織しつつあるとインド
政府は受け止めている。これは、同地域における各国の	
地位と役割に関する認識にインドと中国の間で大きな	
相違があることを示すものである。 

中国の戦略的必要性 
インド洋地域に対する中国の関心の高まりにより、
今後数年間でますます軍事的展開が強化されると考
えられる。中国側の最も重要な関心事は、中東と	
アフリカから運搬されるエネルギーの貿易ルートの
保護であり、こうした海路、特にチョークポイント
となるホルムズ海峡とマラッカ海峡は国家と非国家
の敵からの脅威に対して脆弱であることを中国政府
は強く認識している。   
しかし中国は、インド洋地域に関して他にも多くの

関心を示していることから、同地域が要因となり同国
の軍事的展開の拡大意欲がますます高まる可能性が	
ある。同国の関心事には、自国民の安保保証と不安定国	
への投資、そして局地的な危機発生事に備えて自国民
を避難させる機能の必要性が含まれる他、国連平和	
維持活動（UNPKO）の支援、人道支援・災害救助/捜索	
救助活動の実施、そして潜在的な欲求として暴力的	
過激派に対する介入または地域の友好国の支援が挙げら	
れる。加えて、中国では政府に対する国内の政治的	
圧力がますます高まっており、他に手段がない場合は
事態への対応を余儀なくさせられる可能性もある。
こうした要因すべてが、インド洋地域における	

中国の軍事的展開の発展に繋がっている。こうした動

きは、同国が 2008 年にアラビア海に半永久的な中国人民	
解放軍海軍の拠点を設置したことに始まり、最近では
ジブチにも中国初の海外軍事基地が設立されている。
確かに同地域における中国の展開は主に平時の軍事	
作戦に焦点が当てられているとは言え、これは経時的
により広範にわたる海上拒否、さらには制海権主張に
向かって進化すると考えられる。   
社会の関心は、中国海軍がインド洋を中国の正常

な軍事範囲の一部として組み込む二大洋戦略に移行	
しつつあることに集中している。さらに、中国人民解放軍	
の海兵隊など、現在 10 万軍隊に拡大されている	
同地域の地上部隊の存在感がますます高まる可能性が強	
く、アフリカでの事例のように、中国政府が地域の	
安保戦略について自国の民間軍事会社に大きく依存	
する可能性もある。
中国がその軍事的展開を拡大するには、パキスタン	

の海軍・空軍基地、そしておそらくは東アフリカな	
どのインド洋における他の場所や東インド洋を含む	
同地域での基地拡大が必要となると考えられる。   
半軍事同盟の締結、中国海軍のためと考えられる

二重用途の港湾施設の建設、中国軍の地域への移転の
増加など、インド洋地域における中国の関係構築の	
性質が大きく変化してきている。  

中国に対するインドの対応
長年にわたり、環インド洋(IOR)地域において特別な
安保責任を担う大国として認識されるという野心を
抱いてきたインドでは、同地域における中国の存在
感の高まりに対して激しい反応が発生している。	
インド政府関係者の多くは、少なくとも長期的には
インドが環インド洋の元来の指導者であると考	
えているためである。  
植民地時代の歴史的影響により、インドは	

環インド洋地域における他の主要国の存在を強く嫌悪	
しており、1970 年代と 1980 年代にはその懸念を米国	
海軍に向けていたが、現在は中国を非常に強く意識
している。  
インド洋に対するインドの野心は単に防御的な	

ものではなく、これには主要な地域的権力として認識	
され、さらには世界で上位を陣取る偉大な権力にの
し上がる可能性を求めるという広範な願望が反映	
されている。 

デビッド・ブリュースター博士/オーストラリア国立大学

インド洋地域の海洋領有
権を巡る争い

インド海軍コマンドはムンバイで開催された 2017 年海軍記念日祝賀
行事においてシュミレートの人質救助作戦に参加している。AFP/GETTY 画像
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インド洋における中印の力学は、協力、共存、	
競争という要素を組み合わせた多面的関係のほんの一	
部を表しているに過ぎず、南アジアと広範にわたる
環インド洋地域における中国の存在感は不審と不安
の要因として捉えられている。同地域の国々と中国
の関係の強化は、概してインド政府では中国の利益
を正当に反映するものとはみなされておらず、イン
ドの包囲網、または均衡を崩すためのインドへの攻
撃と考えられている。 
特別な地域安保上の役割に対するインドの主張

および中国の存在の正当性に対するインドの見解
が、両国間の対抗心を促進する条件を生み出してい
ると言える。これは、インド洋における中国の戦略

的脆弱性を維持するというインドの欲求という	
別要因によって悪化する。  
核兵器、ヒマラヤにおける従来からの軍事的均衡、

経済力など、両国間の戦略的関係のほとんどの側面に
おいてはインドが不利な立場にあるが、インド洋の	
地理という観点では、インドが中国よりも明らかに	
軍事的優位性を維持している。
インド洋のチョークポイント近辺に海軍能力を構築

するというインドの戦略には、中国の貿易ルートを	
阻止するという暗黙の脅威が現れていることから、共通	
の国境で両国の衝突が発生した場合は、インドにより
紛争がインド洋へと拡大される可能性があると	
中国政府は懸念している。 

インド

スリランカ

ムンバイ
ヴィシャーカパトナム

コーチ

カールワール
アデン湾

グワーダル

チャーバハール

セーシェル

モーリシャス
マダガスカル

モルディブ

ポートブレア

コロンボ

インド洋地域の海洋
領有権を巡る争いインドと中国

チャウピュー

石油とガスのパイプラインの終端と
なるこのビルマの町における港湾 
インフラプロジェクトに数十億ドルを 
投資するという中国の発言により、
同国によるこの場所の軍事化計画が
懸念されている。

この港は中国ーパ
キスタン経済回廊 
 （CPEC）の大規
模イニシアチブ
における重要な
要素となる。

2018 年 7 月、インドとセーシ
ェルはアサンプション島に 
海軍基地を建設することに 
同意した。一方、中国は自国
が権力を構築するために 
利用しているインド洋における 
アンチパイラシー作戦 
のために当地の施設を使用 
している。

インド海軍基地/プレゼンス

中国が統制する港/海軍基地

インド/中国のプレゼンス 

（両国が支配権を主張）

一帯一路政策下で中国が 
計画している海上航路

中国はその一帯一路政策 
の下、インフラプロジェクト 
のために資金を融資 
することで当地に投資し、
新しい貿易協定を推進した。 
インドとモルディブは長年 
の関係を共有している。 
インドはモルディブを保護 
する役割を果たしてきた。

出典：アジア海洋透明性イニシアチブ（AMTI）、ザ・ヒンドゥ（The Hindu）、ResearchGate、フィナンシャル・タイムズ

FORUM イラスト

ランビリ

イラン

パキスタン バングラデシュ

ビルマ

チッタゴン

中国

ハンバントタ

ジブチ

ジブチ
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前述の理由から、インド洋への中国海軍力進出計画
はインド海軍における主要な長期的懸念要素となって
おり、現在ではインドが米国を始めとする他国との	
安保関係を拡大する重要な推進力となっている。インド	
は、インド洋における中国の存在感の均衡を保ち、	
その進出を遅延させるために米国政府および日本や	
オーストラリア、フランスなどの国々と協力する必要
があると考えており、オマーンやインドネシアなどの友好	
国との提携を含め、インド洋全域における地域の安保
関係と基地使用に関する独自のネットワーク構築を	
積極的に進めている。

インドの役割に対する中国の認識
インド洋地域における中国の存在の正当性について、
中国政府はインド政府とは全く異なる見解を示して	
いる。まず、中国のストラテジストの多くには、インド	
は包括的な国家権力を欠いており、ロシアや日本の	
ような他の権力を下回っていると考える傾向があること	
から、時々中国は他の大国より
もインドを軽視することが	
ある。脅威に対する認識も明らか	
に不均等で、インドが中国を	
重大な脅威と見なす傾向があるの	
に対して、中国は米国により強
い焦点を当てている。  
また、中国政府は、インド

による環インド洋地域における
中国の関係構築を制限する権利
を有する、またはインドは同地
域における勢力範囲を有する国
として認識されるべきであると
いう提案に対して強い抵抗を示
し、パキスタン、スリランカ、
ネパールなどのインド近隣諸国
と関係を結ぶのは中国の自由で
あると考えている。
こうした認識の相違により、	

同地域における中国の関係構築
に敏感になっているインドに対
して中国政府はほとんど注意を
払おうとしていない。たとえば、中国とパキスタンの
軍事的・経済的関係の強化は、「インドに対抗する	
ためではない」ゆえに重要ではないとして中国は意にも介	
していない。しかし、インドにとってはどれもこれも
不安材料でしかない。
中国は近隣諸国、特にインドの視点を理解する上

で戦略的な「死角」に苦しんでいるとの見方もある
が、自国の歴史に強い信念を抱いている中国は、	
隣国の立場に立って考えることができず、自国の力の	
増大に関する他国の心配を緩和する政策も打ち出す
ことができずにいる可能性もある。こうした信念に
より、中国はインドの恐怖についても真剣に考える
ことができない傾向がある。    
シルクロード経済ベルトと 21 世紀海洋シルクロード	

 （一帯一路/OBOR）政策により、中国は環インド洋地
域全域で一連のインフラプロジェクトを構築するという	

アプローチを取っており、その多くがインドの近隣地域	
に当たることから、マイナスの力学が悪化の一途を辿
っている。中国政府は、このイニシアチブは純粋に	
経済的なものと主張し、同地域の提携国としてインド
は必要ないとする立場を貫いており、インドに対して
同国の地域イニシアチブを説明する必要も、インドに
協力を求める必要もないと考えている。  
このアプローチはインドの一帯一路政策に対す	

る不審感を助長するばかりで、現在のところ、	
何らかの重要な方法でインドが OBOR に参加するこ
とに関心を示す兆候はほとんど見られない。全体的
に見て、インド洋地域に関してインドが中国と積極的	
に提携を結ぶ可能性はほとんどなく、同国が中国の
多くのイニシアチブに対抗する可能性のほうがはるかに	
高いと考えられる。 

地域にとっての意味合い
中印間の競争はパキスタンやスリランカ、バングラデシュ	

などの南アジア諸国だけでなく、	
モルディブなどのインド洋	
における島国の一部における	
地域の政治的力学の要因となり
つつある。  
一部の国ではこの競争を利用	

して、両国を対立させて主要イ
ンフラプロジェクトへの投資
増加を誘導することで、一方の
国または両国から経済的、政治
的、軍事的利益を搾取しようと
する事態が発生している。これ
が利益につながる国もあるとは
言え、小国にとってはこれは	
危険な賭けである。
中印間の競争は政治的不安

定につながる可能性もある。
過去数年間、中国の主要	
インフラプロジェクトに関する論争	
により、ビルマとスリランカ	
で政府的混乱が発生して	
おり、今後も数年にわたって、	

地域全体に影響を与えるための押し合いがさらに	
発生するとみられる。2018 年初旬、最高裁判所による	
野党議員等の復権と政治犯釈放命令をアブドゥラ・
ヤミーン大統領が拒否した際にモルディブで発生	
した政治危機は、中印間の競争によりさらに悪化し、	
現在もその影響が続いている。
全体的に見て、インドが中国の動きに対応する必要

性を感じていることから、この戦略的競争がインド洋
地域の軍事化拡大につながると考えられる。環インド
洋地域で米国は数十年にわたり比類のない優位性を維
持してきたが、この状況が変化しつつあり、インドや
中国などの大国の台頭と共に、新たにいくつかの中堅
国家が頭をもたげてきた。これによりインド洋が	
はるかに多極的かつ複雑な戦略的環境になることから、	
米国が新たな同盟国と新しい方法で同問題に取り組む
必要性が生まれるであろう。o

中国は近隣諸国、
特にインドの視点
を理解する上で 

戦略的な「死角」
に苦しんでいるとの 

見方が一部 
にある。
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インド太平洋は世界で最も災害が発生しやすい
地域とされているが、軍隊、民政、人道支援
機関が明確なコミュニケーションを図ること

で数千人の命を救うことが可能となる。現在、その道
が開けつつある。軍事資産により人道的活動や政府の
事業を補完することで、救援物資を配達し、住居を	
喪失した被災者に収容場所を提供できるようになった。
国際赤十字赤新月社連盟のケン・ヒューム（Ken 

Hume）政軍関係コーディネーターは、タイで実施され
た「コブラ・ゴールド（Cobra Gold）2018」軍事共同
訓練で発言した後、民軍対話推進への取り組みが	
 「急速に議題の優先事項となってきている」と述べ、	
 「これは我々にとって真に重要な課題である。そのため、	
より多くの資源を投入している」と説明している。
国連人道問題調整事務所（UNOCHA）は、毎年の

ように数百万に上る人々に影響を与える地震、津波、
熱帯暴風雨、洪水、地滑り、火山噴火などが発生して
いるインド太平洋地域においては、この種の対話は特
に重要であるとしている。
国連によると、1970 年から 2016 年までの間にインド

太平洋地域では自然災害により 200 万人以上、年間平均
で 4 万 3,000 人が死亡している。2016年だけでも、同地域
で発生した災害により 5,000 人が死亡し、7 兆 7,000 億円相
当（770 億米ドル）の経済的損失が発生している。1970 年
から 2016 年の間に発生した自然災害による世界の死者数
の 57％ を占めるインド太平洋地域は、自然災害に	
見舞われる可能性が世界の他地域よりも 5 倍ほど高い。
近年、こうした死者数を減らし、より良好に災害に

対応できるように、政府機関、人道支援機関、軍隊が
インフラを整備することで連携の改善に取り組んでい
る。こうした多様な要素をまとめる地域フォーラムと
して、2014 年にアジア太平洋地域において人道民軍連
携の地方諮問機関（RCG）が設立された。軍事演習に
おいて人道支援活動者がますます積極的な役割を果た
すようになってきている。

タイ王国軍と米インド太平洋軍が共同主催する	
多国籍かつマルチサービスの年次訓練「コブラ・	
ゴールド」の 2018 年演習には、人道支援・災害救援	
 （HADR）図上訓練とシニアリーダーセミナーを	
組み込んだ人道支援・災害救援演習（HADR-X）が
含まれている。
インド太平洋の RCG は、UNOCHA 優先国として

も知られる最も脆弱なバングラデシュ、ビルマ、	
インドネシア、ネパール、フィリピンの 5 ヵ国にその運用	
計画の大部分を集中させている。その最初の提案の 1 つ	
は、「民軍連携メカニズムおよび災害対応時における
各機能の予測可能性を高める」ために、対応内容に関
する共通の理解を深めることであった。
このように共通の理解を得ることで、応答時間を

短縮し、努力の重複を避け、そして人命を救うことが
できる。ヒュームコーディネーターは、「平時の災害
対応においては、備えが鍵となる」と述べ、コブラ・
ゴールド訓練などの行事を通して対話を深めることで
共有の知識が構築されるため、洪水や地震の発生時に	
 「誰が何をどこに提供すればよいかを把握でき、全員
がお互いの方法を理解することで、良好に機能する」
と説明している。
緊急対応者の機能を知ることに加えて、官僚主義的

な遅延を避けるために、災害が発生する前に地域的・
国際的な協力協定を結ぶことが重要であると、専門家
等は述べている。ビザや通関手続き、国の上空侵犯な
どの問題により、外国軍隊による人命救助用具の運搬
や当地への到着が妨げられる可能性がある。
国連人道問題調整局のアジア太平洋地域事務所の	

ビビアナ・デ・アニュンティズ（Viviana De Annuntiis）
は、2018 年の報告書で脆弱な 5 ヵ国はそれぞれに災害時
の民軍対話に関する独自の計画を策定していると、述べ
ている。同計画は、「対応の初期段階において、被災国
が主導する取り組みを強化することで、提供される救命
支援の速度、量、質を高める」ことを目的としている。

災害から学ぶ教訓：民軍対話により人命救助を推進
FORUM スタッフ

コミュニケーション
の必要性

率直な 
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緊急物資を受け取るバ
ングラデシュ、ゲブタ
ラの「サイクロン・シ
ドル」被災者。AP通信
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同 5 ヵ国の災害記録を見ると、対応の同期化が必要
であることがわかる。

バングラデシュのサイクロン
2007 年 11 月にバングラデシュを襲った大型熱帯低気圧
「サイクロン・シドル」により、死者数が 4,200 人に	
上り、60 万人の住民が避難を余儀なくされるという最悪	
の被害が発生した。オーストラリア民軍センター	
 （ACMC）出資の RCG による 2017 年ケーススタディ	
報告では、死者数が悲劇的に高いとは言え、「過去 40 年	
間にバングラデシュで発生した熱帯暴風雨の被害に比
べて死者数が大幅に減少したこと」が示されている。

2007 年 11 月 15 日にバングラデシュで発生した	
サイクロン・シドルでは、260 キロを記録した風速に	
より、小屋、家屋、学校が倒壊し、全国各地に裂けた	
木材が散在した。シドルの被害は 1991 年に発生した	
サイクロン・ゴルキー同様にひどいと地方当局は説明して	
いるが、死者数ははるかに少ない。AP 通信によると、
ゴルキーによりチッタゴン近辺の住民が約 14 万人死亡
し、1970 年 11 月 12 日に発生したサイクロン・ボーラ
では死者数が 50 万人に及んでいる。
シドルの軌道は過去に発生したサイクロンと同様

であったが、準備態勢は改善されており、2007 年に
は避難者は 1,800 軒の避難所に収容され、衣服、	
毛布、食物を含む緊急災害用キットが提供されている。	
軍隊は市民の健康管理を強化するために医療キャンプ
を設立し、人道援助を支援するために、バングラデシュ	
空軍は 18 機のヘリコプターを動員して救援物資を輸
送している。軍隊はまた、道路を整備して、	
通信機能を回復した。
ヒュームコーティネーターは、良好に連携した

民軍対応により、軍隊は重要なインフラ修理を	
支援し、人道支援機関や政府による継続的な医療、	
食糧、再建に関する対処の頃合いを図って、軍隊活動	
を迅速に縮小したと説明し、「軍隊はインフラ、	
道路の開通、橋の建設、輸送に関する支援を提供	
できる。つまり、軍隊は重要な機能を提供できる」
と述べている。
サイクロン・シドル発生後、バングラデシュは米国

と協力して、緊急事態発生時に避難所としても利用で
きる 88 軒の新しい学校を建設している。米国が資金提供	
し、アメリカ陸軍工兵隊（USACE）が管理する学校
では毎日 200 名の学生が学習に励み、緊急時にはここ
に 1,800 名を収容することができる。

2015 年 5 月の地震発生後、緊急援助
物資を積み下ろすネパール軍兵士。
ロイター
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米国の資金供給によりバングラデシュ全域に建設
された複数の沿岸危機管理センターの建物は、8.0 
リヒタースケールの地震と最大時速 260 キロの風速に耐	
えるように設計されている。

インドネシア：火山関連の状況
地方諮問機関（RCG）の報告書によれば、3 つの
構造プレートにまたがるインドネシアは、最も	
多くの火山が存在する国である。存在する 500 個の	
火山のうち、128 個は活火山である。太平洋台風
常襲地帯に位置していることから、台風、高潮、
地滑り、洪水、干ばつも同国を脅かす要因と	
なっている。
インドネシアでは平均して 1 日 20 回も小地震が

起こり、過去 20 年の間にかなりの森林火災が発生
している。1975 年から 2015 年の間に発生した	
災害による経済的損失と損害は 1 兆 8,300 億円相当
（約 183 億米ドル）に上っている。2016 年だけで
も、災害により 522 人が死亡し、300 万人が避難	
している。2006 年に発生したジョグジャカルタの	
地震では、死者数が5,778 人、経済的損失が 3,100 億	
円相当（31 億米ドル）に及んだ。

史上最も壊滅的とされる津波は、インドネシア	
沿岸沖で発生したものである。クリスマス	
翌日に一部の国で祝われる休日にちなん	
で命名されたこの「ボクシングデー津波」
は、2004 年 12 月 26 日に発生した大地震	
 「2004 年スマトラ島沖地震」により引き起こされ
た。同津波により 14 ヵ国で 23 万人以上が死亡し
ている。最も被害が大きかったインドネシアの死
者数は 13 万人以上に上り、これにスリランカ、
インド、タイが続いている。

RCG 報告書によれば、これまでに膨大な数の	
災害が発生したインドネシアでは、民軍対話メカニズ	
ムを開発し、「大規模災害の際に当地に介入する	
外国軍事力」のメカニズムを導入する懸命な努力が行	
われてきた。多くの場合、軍隊は災害時に補助的な
役割を果たすが、インドネシア国軍は一次対応機関
として活動する。これは、災害の頻度と規模および
軍隊の迅速な資源配備能力を考慮して決定されたも
のである。

2017 年、インドネシア政府は全利害関係者にとっ
て災害対応に関する国の主要ガイダンス文書となる	
国家災害対応枠組を完成させた。

 「平成 25 年台風第 30 号（ヨランダ）」
がもたらした破片の山の中で木製ドア
を修理するフィリピン、タクロバン市
沿岸地域在住の男性。AFP/GETTY画像
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援助受け入れ姿勢が軟化するビルマ
洪水、干ばつ、地震、サイクロン（熱帯暴
風雨）が国を脅かす大きな要因となってい
るビルマでは、2008 年 5 月 2 日に発生した	
 「サイクロン・ナルギス」により、死者数が
少なくとも 13 万 8,000 人、物的損害が 4,000
億円相当（40 億米ドル）という最悪の記録
的被害が発生した。
地方諮問機関（RCG）の報告書に	

よれば、ビルマは歴史的に軍事支配下にあり、	
外国との関与が少ない国とされてい	
るが、過去 10 年の間に同国は「民軍連携	
に関して著しい変革」を遂げており、	
災害管理機能を強化するための重要な	
措置を講じている。
ビルマは現在、地域的な人道支援・災害

救援演習に参加し、民軍コミュニケーショ
ンを改善するために主要な利害関係者と共
にワークショップを開催している。
これまでビルマは災害時に配備を許可す

る外国軍事資産の量を厳しく制限してきた
と RCG 報告書には記されているが、同国は
二国間協定を結んだ近隣諸国や東南アジア
諸国連盟（ASEAN）加盟国からの援助を	
受け入れるようになっている。

ネパールの課題
毎年訪れる雨季と山岳地帯という地形により、	
ネパールでは頻繁に地滑りと洪水が発生	
しているが、地震活動の大きな原因とな	

るユーラシアプレートとインドプレートの
境界に位置するという国の立地条件が最大
の危険性をはらんでいる。

4 月 25 日に発生した 2015 年ネパール	
地震（ゴルカ地震）により、地域全体におけ	
る災害対応計画策定の重要性が浮き彫りと
なった。死者数 9,000 人近く、負傷者数 2 万
2,000 人を出した同地震により誘発された	
エベレストの雪崩では 21 人が死亡している。	
これは、エベレスト史上最悪の惨事と伝え
られている。
同地震により非常に高い国際的反応が

発生し、18 の外国軍隊と数千人もの人道支
援活動者からの資産だけでなく、ヒューム
コーディネーターによると、国際赤十字赤
新月社連盟からだけでも 8,000 名の対応者
が出動している。
対応に関する評価では、ネパールに	

人員と設備を供給したネパール軍と	
米インド太平洋軍の代表等は、国連による新し	
い連携戦略の一環となる民軍作戦調整	
センター（HuMOCC）が良好に機能した	
と話している。

RCG 報告書には、「世界的にも、	
アジア太平洋地域においても、民軍連携	
に関する国連の新たな試みである HuMOCC に	
より、自然災害対応時の情報共有と作業分割、	
および人道支援活動者と軍事関係者と	
の間の作戦計画の連携が容易になる」	
と記されている。

国連難民高等弁務官
事務所が「平成 25年
台風第 30 号（ヨラ
ンダ）」により住居
を喪失した人々のた
めに仮設住宅を提供
し、同台風により作
物が破壊された農民
に緊急種子を供給。
AFP/GETTY 画像

壊滅的な嵐から市民
を保護するために、
バングラデシュ政府
と米国政府が共同で
多目的サイクロンシ
ェルターを建設。  
英国国際開発省（DFID）
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民間主導の作戦センターが、外国軍隊の	
利用などに関する作戦計画の評価および適切な	
レベルの外国からの軍事支援とその配備場所
に関する助言を提供し、軍事資産から民間資
産への移行時期および軍隊の撤退と再配備の
時期に関するベンチマークを特定している。

嵐の標的となるフィリピン
2013 年 11 月 8 日、カテゴリ 5 に属し、過去に上陸
した台風の中で最も強烈な熱帯低気圧とされる
超大型台風、平成 25 年台風第 30 号（フィリピン
名：「ヨランダ」）がフィリピン中部の地域に
壊滅的な爪痕を残した。死者数が 7,300 人以上に
上っただけでなく、1,290万人の人々に被害が	
及び、1 兆円相当（100億米ドル）の損害をもたら	
した同災害では、軍事要員を派遣した 22 ヵ国を
含む計 57 ヵ国が災害援助を提供している。
西太平洋に繋がるさまざまな海に囲まれて

いることから、台風、地滑り、モンスーンなど
広範な自然災害に曝されるフィリピンでは、	
毎年平均して9つの熱帯暴風雨が発生している。
ハワイに拠点を置く災害管理・人道支援の

中核研究拠点（CFE-DM/Center for Excellence 
in Disaster Management and Humanitarian 
Assistance）による報告書には、平成 25 年台風
第 30 号の災害対応を評価した専門家等が開発
した人命救助における以下3つの	
ベストプラクティスが記されている。
1.	 一般的に理解されている「エンドツー
エンド」の警告システムにより、	
国家は危機に対する準備態勢を整えるこ	
とができる。エンドツーエンドシステム	

2015 年 4 月に発
生した地震の後、
合計 60 トンの物
資の一部としてネ
パールに配達する
貨物を準備するド
イツ赤十字社の人
員。 AP通信

には、科学的モデリング、データ、	
技術、予測に関する専門知識が含まれる。

2.	 多国籍調整センターを通じて実施される
2 ヵ国間の取り組みにより、外国軍事資
産の最良の民間使用を促進できる。

3.	 政府と密接に連携することで、民間部門
により国の対応能力が倍増し、国民の	
人命救助ニーズを満たすことができる。

CFE-DM による後続報告書では、同台風か
ら学んだ教訓が1年後に発生した平成 26 年台風
第 22 号（アジア名：「ハグピート」）でどのように	
生かされたかについて検討している。研究報告書	
 「Advances in Civil-Military Coordination in 
Catastrophes:How the Philippines turned lessons 
learned from super Typhoon Haiyan (Yolanda) into 
Best Practices for Disaster Preparedness and Response 
(2015)（大災害における民軍連携の進歩：超大型
台風「平成 25 年台風第 30 号（ヨランダ）」で学ん
だ教訓からフィリピンはどのようにして災害の準
備・対応のベストプラクティスを開発したか）」
は https://www.cfe-dmha.org/ に掲載されている。
東南アジアの軍事と武装集団を担当する

赤十字国際委員会（ICRC）代表者、	
ポール・ベイカー（Paul Baker）は、コブラ・	
ゴールドのような演習で民軍協力体制を	
シミュレートすることが不可欠であると述べてい	
る。こうした演習は紛争地帯に弾丸が飛び交
う前に共有知識を発展させる良好な機会とな
り、これにより災害対応コミュニティが一丸
となり、「事態が悪化したときに我々が取る
作戦と行動も人々に理解してもらえる」と	
同氏は語っている。 o
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タイ
平和維持軍を配備

FORUM スタッフ
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ダルフール、ハイチ、東ティモールなどの国々で実
施されている国連平和維持活動（UNPKO）にタイ
は貢献してきました。こうした配備に対して軍隊の
準備態勢を整える上での POC の役割についてご説明
いただけますか？ 

独特な形態で構成される POC は、総体的なかたちで	
平和維持活動に対する全責任を担っています。こうした	
義務を負っている組織はタイ王国軍の中で POC のみです。	
当組織の役割は、軍隊代表として平和維持軍に対	
するタイの貢献に関する内閣意思決定プロセスに省間	
レベルで関与することから、国防省レベルで平和維持戦略と	
政策を策定することに至るまで、さまざまなレベルに及
びます。POC は平和維持能力強化計画を実施し、タイ
の平和維持部隊の配備を調整・管理するだけでなく、	
配備前の訓練コースを開発・実施します。
配備のために部隊の準備態勢を整える際、国連平和

維持活動に派遣される部隊が国連基準に従って選択、
構成、装備、訓練されていることを確認するのは POC
の役目です。 
個々の配備における POC の役割は、「オンコール	

リスト」と呼ばれる準備システムを実装することです。
このプロセスは、専門的な平和維持軍を確立できるように	
タイ王国軍の隊員の選択を管理して準備態勢を整え、	
専門分野に応じて隊員を国連平和維持活動に適応させる
ことができるように構成されています。 

共同配備や支隊配備において、POC は国連平和維持
活動即応能力登録制度 [PCRS] に準拠しています。2015
年国連平和維持サミットでプラユット・チャンオチャ	
首相が表明したタイのコミットメントによると、	
国連ミッションの配備を達成することを目的として、現在、	
タイ王国軍から HMEC（Horizontal Military Engineer 
Company）、レベルIIホスピタル（Level II Hospital）、
鑿井部隊（Well-Drilling Unit）の 3 軍隊が PCRS レベル
IIに登録されています。

PCRS システムの下、POC は 2 段階において重要な
役割を果たしています。部隊配備がまだ承認されていない	
事前承認段階では、PCRS システム登録部隊が揃って
いることと作戦の準備態勢が整っていることを	
確認し、適時に配備を手配します。海外における作戦で	
は、軍司令部との協力により、陸軍、海軍、空軍に	
要員の派遣を要請して、平和維持軍を結成する権限を与	
えられています。部隊の準備態勢を維持するには、	
定期的な配備前訓練と予行演習が必要となりますが、	
現在、レベルIIホスピタルと鑿井部隊の2部隊が準備を整	
えているところです。
配備段階では、国連や他の組織と連絡を取り合い、

タイ偵察隊の任務区域への派遣、貨物と旅客の積荷目録
の作成・提出および通関・輸送手配、戦略的な空輸・
海上輸送の調整、担当範囲内で活動している部隊への
物資の輸送に関する一連の国内物流支援の確立などを
手配します。 

タイと米国が共同主催した多国籍軍事訓練「コブラ・ゴールド	
 （Cobra Gold）2018」の後、タイ王国軍（RTARF）の平和維持活動	
センター（POC/Peace Operations Center）ディレクターを務める	
ナッタポン・ケッツムブーン（Nuttapong Ketsumboon）少将にタイの
国際平和維持への取り組みについて FORUM がインタビューしました。

Q & A 
タイ王国軍ナッタポン・ケッツムブーン少将 
インタビュー
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RTARF POC ディレクターとして
のご自身の責任についてご説明 
いただけますか？ 

司令官やディレクターの責任は、
主に指揮する組織の任務に	
よって定義されます。同様に、	
まず POC の使命や任務を理解して
いただくことが重要です。RTARF 
POC には以下 4 つの異なる役割を
果たす義務があります。 

•	平和維持活動の構成要員として、
平和維持戦略と指令を策定する。
また、国連ミッションにおいて	
タイ平和維持軍が適切に貢献できる	
ように提案をする。活動軍の結成、	
配備部隊の装備、部隊が国連	
基準に準拠して訓練されているこ
との確認、配備前偵察と配備前検
査の実施、および国連提供の戦略
的運送の手配の調整という点で、
平和維持軍の雇用に関連するすべて	
の活動を計画、管理、指揮、統制
する。また、国内物流支援活動	
を計画・実行し、PCRS に登録さ
れている個々の平和維持軍と部隊
の作戦上の準備態勢を整える。

•	国家平和維持活動訓練センターと
して、部隊と個々の平和維持軍を
対象とする配備前訓練活動に	
関する平和維持活動訓練指令を策定	
する。また、国家的な配備前訓練	
カリキュラムを開発・提供する。	
さらに、個々の配備において訓練	
コースを実施し、平和維持シンポジ	
ウムを組織する。

•	国家司令部として、ミッション
エリアで活動するタイ平和維持
部隊を監視する。また、地上で
活動している部隊に対する指揮
統制を行使する。

•	中核研究拠点として、地域と世界
の平和維持コミュニティに関与	
して、経験とベストプラクティス
を交換する。国家の平和維持に関
する教義と訓練資料を開発・公表
し、学術研究を実施する。

以上を考慮に入れると、私の責任
は主に、前述の任務を遂行し、確実
に資源が効果的に使用されるように
POC を指揮することと言えます。
最も重要なこととして、2 名の

副ディレクターを介して、指揮下

•	第 1 段階：国連平和維持活動訓練から開始。これは支隊を対象と
するもので、CPTM、専門訓練教材、強化訓練コースで構成されて
いる。CPTM はすべての平和維持軍を訓練するための基本コースで
ある一方で、専門訓練教材は各部隊が果たす役割に特化した内容
となる。たとえば、歩兵隊には文民保護と紛争関連の性的暴力に
対処するための専門的な訓練が必要であり、強化訓練では成功を
導くために不可欠な特定の側面を強調している。 

•	第 2 段階：技術的・専門的訓練が含まれる。この訓練は部隊に課
される特定任務に関連するものとなる。歩兵隊の巡察や 
輸送護衛、または工学隊や建設隊の道路建設などが挙げられる。 

•	第 3 段階：任務固有の訓練。通常、部隊の任務と配備される可能
性が高い区域が分かった時点で開始される。訓練は偵察による 
作戦環境の評価に基づくものとなる。訓練は国家研究、任務の 
背景、任務の指導力、任務指令を網羅している。 

•	第4段階：総合的な集団指導訓練。この段階はこれ以前に実施さ
れたすべての種類の訓練の集大成となり、配備される全要員に対
する司令所の演習と実地訓練の組み合わせが含まれる。この演習
では配備地域で活動する部隊をシミュレートする。 

•	第 5 段階：配備部隊の能力を向上させるあらゆる種類の訓練が 
実施される可能性がある。配備が保留または延期された場合は、
部隊の作戦上の準備態勢を維持するために訓練が繰り返される場合 
がある。

支隊の配備前訓練適用時に一般的に実施される事柄：

平和維持活動訓練 
一覧

•	第 1 段階：個人のスキル強化訓練。基本的な応急処置、活動地の
言語でのコミュニケーション、武器のスキル、交渉、地図の読み
方とナビゲーションが含まれる。 

•	第 2 段階：国連平和維持活動訓練。国連平和維持活動の基本と原則 
および任務を達成するために必要な価値観、行動、実施を網羅
した国連中核配備前訓練教材（CPTM/U.N. Core Predeployment Training 
Materials）に記載されている教訓的な課題が含まれる。 

•	第 3 段階：技術スキル訓練＆実地訓練。この段階は、被訓練者が
特定の任務を遂行するためのスキルを身につけられるように構成
されている。幹部を対象とする場合は、訓練には国連現場本部の
構成要因としての機能、作戦環境の分析の演習、および軍事的 
意思決定と要員の配置計画の演習が含まれ、最後に文民保護などの 
任務に対する要員の対応に焦点を当てた図上訓練で完了する。 
ミッション軍事専門家の場合は、協定に関する巡察、監視、監督
および監視所の交渉と配置などに関するスキルを訓練する。
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にある計画・政策部、作戦部、訓練・教育部、管理・
支援部の 4 部隊に懲戒権限と指揮権限を行使する必要
があります。	
 
国連平和維持活動の訓練の概観についてお聞かせく
ださい。 

平和維持活動に従事する前に、兵士と部隊は現代的な平
和維持活動を実施できるように適切な準備を整えなけれ
ばならないということを RTARF POC は認識していま
す。したがって、平和維持活動において変化する課題に

対処し、その専門的機能を効果的に遂行するた	
めの知識、スキル、姿勢を兵士と支隊が身につける上
で、配備前訓練は重要な役割を果たします。国家平和	
維持機関としての役割を果たす RTARF POC は、	
国家平和維持活動の配備前訓練カリキュラムを導入し、	
平和維持活動に従事する兵士にそれを提供するという	
主要責任を担っています。
タイ王国軍の平和維持活動訓練は、特定種類の配備

と支隊に合うように構成されています。同カリキュラム
は、国内の教義と軍事的慣習を考慮しながら、国連の	
訓練基準に従って開発されています。（訓練の詳細に	
ついては、41ページの表を参照してください）

POC では誰を対象に訓練を実施していますか？タイ
軍と同様に、外国の軍隊でも訓練を受けることが 
できますか？
 
RTARF POC が実施する平和維持活動訓練はさまざまな
集団を対象としており、これは 4 つの主要グループに	
分類されます。	

•	個別に配備される平和維持軍：POC では、国連幹部
コース（UNSOC）と国連ミッション軍事専門家	
コースの 2 つの訓練を毎年実施しています。適格者として	

国連平和維持活動中に、西部ダルフールの児童にビタミン C の錠剤
を配布するタイの平和維持軍。AFP/GETTY 画像

国連平和維持活動中に、西部ダルフールで病気の児童を診察す
るタイ王国軍の中尉、ヴィッタヤ・ジラアナンクエル（Vittaya 
Jiraanankul）医師。AFP/GETTY 画像
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1 年以内の配備が予定されている大佐から中佐までの
40 名〜 45 名の幹部がコースの対象となります。

•	支隊：支隊を対象とした国家平和維持活動の配備前
訓練コースを毎年実施しています。40 名の主要士官
がコースに出席し、PCRS の 3 部隊にコース情報を広
める教官を養成します。

•	国内教官：40 名の軍事教官を養成し、すべての対象
部隊に平和維持活動の配備前コースを提供します。
教官は陸軍、海軍、空軍、PCRS の部隊、POC 教官
により指名されます。

•	海外の被訓練者：東南アジア諸国連盟（ASEAN）	
加盟国の平和維持活動訓練センターとの提携により、	
タイ王国軍は毎年 ASEAN 加盟国 9 ヵ国の 9 名の	
幹部に UNSOC を提供しています。このコースに関し	
て、POC は 2020 年までに国連の認定を受けることを
検討しています。認定を取得できれば、ASEAN以外
の国々でもコースを開催できるようになります。	

オーストラリア国防軍平和維持活動訓練センター	
 （ADF POTC）との協力により、POC は UNSOC
に加えて、隔年に地域平和維持活動演習「PIRAP-
JABIRU」を共催しています。この演習では、インド
太平洋地域の 22 ヵ国以上における最大 50 名の外国人
幹部に参加機会を提供しています。	

平和維持活動において地域の文化的習慣や価値を 
尊重することを軍隊に教える文化訓練の重要性に 
ついてご説明いただけますか？ 

多様性の尊重を非常に重視している RTARF POC は、
平和維持活動では文化的にも制度的にも異なる経歴を
持つ平和維持軍が混在した環境で協働するという状況
が発生することを認識しています。活動を成功裏に	
実施するためには、独自の文化的な規範と伝統を持つ
地元住民を尊重する必要があります。尊重し合う関係を	
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維持することで、平和維持活動に対する地元の信頼性
と安心感が構築され、活動範囲における安全性と安定
性が高まります。平和維持活動の成功は、こうした	
関係を構築する各平和維持軍の能力にかかっています。	
多様性と地元の文化を尊重する意識は、POC が派遣	
するすべての平和維持活動要員に浸透しています。多様	
性の尊重は、誠実性とプロ意識と並び、国連の 3 つの	
コアバリューのうちの1つとなっています。こうした価値	
観に従わないと、使命遂行に失敗し兼ねません。国連
平和維持活動への 60 年間の貢献を通じて、タイの平和	
維持軍による違法行為や地元住民の虐待事例は 1 件たりとも	
報告されていないことを誇りに感じています。タイ	
の平和維持軍の誠実性を維持する上で、多様性訓練	
が重要な役割を果たしていると確信しています。2012

年、当時の国連事務総長、潘基文（Ban Ki-moon）	
から送られたタイへの公式書簡には、「優れた功績を上	
げたタイの大隊により、西ダルフールに非常に良好な
影響がもたらされた。タイ王国軍はその力強い軍事的
活動に加え、ダルフールの地元住民との良好な関係を
構築するために要員全員が決然たる姿勢で努力を重ね
てくれた。特に農業プロジェクトで地域社会を支援す
るという大隊のイニシアチブは、現地住民等から非常
に高く評価されている」と記されています。この国連
からの感謝の言葉は、タイの平和維持活動への貢献が
成功していることの証となるものです。

インド太平洋地域で活動しているタイの部隊に	
とっては、現地の文化を尊重することがより重要と	
なります。平和、安保、発展の関係は相互に絡み合う
ものだとタイは信じています。平和がなければ、安保を	
達成することはできません。さらに、地域社会の	
発展が不十分であると、安保と安定が失われます。	
平和、安全、発展は相互に補完し合ってこそ達成	
できるものです。したがって、タイが国連平和維持活動	
に協力する際は、地域住民の生活の質の向上と自立し
た地域社会の確立を支援する持続可能な開発を掲げる
ラーマ9世のイニシアチブを常に適用しています。	
タイの部隊が多くの平和維持活動で高い成果を上げて
いることは明白です。たとえば東ティモールやダルフール	
などでは、タイの部隊が地域社会に導入した農業	
プロジェクトにより、地元住民が生計を立て、経済を
発展させ、そして自立するための基盤が構築されました。	
文化訓練なしでは、こうした功績を上げることはでき
なかったでしょう。

文化的観点から、平和維持活動のために男女を 
訓練することはどれほど重要ですか？
 
実際のところ、タイには男性主導社会という文化が
根付いています。古代から今日に至るまで、ほとんど	
すべての社会で男性が主導的な役割を果たしてい	
ます。平和維持軍の大半が男性で占められている世	
界の平和維持コミュニティもこの例に漏れません。

「多様性の尊重は、誠実性
とプロ意識と並び、国連
の 3 つのコアバリューの
うちの1つとなっていま
す。 こうした価値観に従
わないと、使命遂行に 
失敗し兼ねません」 

国連が医療診療を実施したダルフールのブルの市場をタイの平和 
維持軍が通過したときの様子。AFP/GETTY 画像
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要な役割を認識し、すべての活動にジェンダー	
視点を取り入れています。国連安保理決議第 1325 号	
 （2000 年）を支持するにあたり、タイ王国軍は個別
に配備する女性平和維持活動要員の参加を増加	
させることの重要性を強調し、女性要員人口を配備	
される平和維持軍の最大 15％ まで引き上げることを	
目指しています。同軍はまた、積極的に国際社会に
関与し、この課題における世界的な取り組みに	
対する支持を推進しています。2017年11月、国防相の	
代理としてタイ代表団を率いてブリティッシュコロンビア	
州バンクーバーの国連平和会議に出席したタイ	
王国軍副参謀長は、国連平和維持活動に参加する	
タイの女性要員を増加させるという同軍の課題を	
その席で取り上げています。2018 年1月にも、同副参謀	
長はバンコクでカナダのマリロウ・マクヘドラン
（Marilou McPhedran）上院議員と会談し、女性の
平和維持要員をエンパワーするというタイ王国軍の

しかし、紛争により女性は男性とは異なるかたちで
影響を受けることにタイは気付いたのです。多くの
場合、女性は身を守るための資源が少なく、児童	
を含む女性が避難民や難民人口の大部分を占めて	
います。こうした人々は性的暴力などの戦術の具体
的な標的となり、頻繁に女性と女児が誘拐・強姦	
され、性的奴隷にされています。誘拐の被害に遭った	
女性や女児はその家族からも見放される可能性が	
あり、紛争終結後もパートナーを見つけることが困難	
となる場合があります。情報収集だけでなく、	
早期警戒体制を敷き、能力開発を実施して信頼関係を	
構築するためにも、こうした状況では地元住民との
親密性を高める必要があります。しかしながら、	
女性や女児は紛争による主な犠牲者、特に性的暴力の	
犠牲者となるため、男性兵士がこうした人々と社会
的・文化的な境界を越えて信頼関係を築くことは	
多くの場合困難を極めます。女性の平和維持活動	
要員であれば、こうした女性や女児に安心感を与え、	
信頼関係を育むことで、ミッションに役立つ貴重な
情報を収集し、このギャップを埋めることができる
のです。国連平和維持活動への準備態勢を整える上
で、RTARF POC は女性の平和維持活動要員の重	

2000 年 2 月、国連平和維持活動の任務を負ってバウカウの町に到着
した東ティモール国際軍司令官、ピーター・コスグローブ（Peter 
Cosgrove）陸軍少将（右）がタイの兵士に敬礼する姿。ロイター
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戦略を再度強調しています。女性平和維持活動要員
のエンパワーメントに加えて、POCは男女両方の
部隊に実施される配備前訓練にジェンダー視点およ
び紛争関連の性的暴力、性的搾取、虐待に関する	
内容を確実に取り入れています。訓練ではさらに、
前述のような女性平和維持活動要員の重要な役割にも	
対応しています。
 
平和維持活動への参加により、タイ全体の 
軍事力と作戦有効性にどのような影響が出てい 
ますか？
 
この質問にお答えする前に、まずタイは平和を愛
する中規模国であるということを明確にしておき
たいと思います。タイ王国軍の最優先課題は、国
を保護し、その主権、領土、完全性、国益を内外
の脅威から守ることです。そのために、高い戦闘
能力のある軍隊を維持して準備態勢を整えること
が不可欠となります。しかし、紛争が発生した	
場合には、政治的解決の実現という平和的解決を	
重視し、軍事的解決は最後の手段と考えています。	
世界平和という観点から、同軍は平和的手段に	
よって正義と国際法の原則に則り、平和を脅かす	
脅威を予防・排除し、国際紛争の調整または解決を	
導く共同アプローチが重要であると考えていま
す。その権限が一般的に尊重されている組織、	
具体的には国連がこのアプローチを取る必要があり	
ます。1 つの地域で発生した紛争でも、それを容易
に封じ込めることができなくなっていることを	
タイは認識しています。その悪影響は不可避的に他	
の地域や大陸にも及ぶことになるでしょう。シリア	
やリビアの紛争が良い例です。タイはまた、世	

界平和をもたらすための最善の解決策は、国を守
ることであると考えています。
さらに、国連加盟国として、タイは国際平和と安保の

維持という点で国連を支持することを決意しています。
それゆえ、国連平和維持活動に兵役を提供する

ことは、当国に対する脅威の阻止という観点に	
おいて、タイ王国軍の軍事戦略の本質的指針とみな	
しています。したがって、同軍はその軍事戦略に
従って平和維持能力を強化、訓練、維持します。
同活動への貢献はその軍事力に応じて行われてい
るため、タイが国連平和維持活動に参加すること
で、当国の軍事力全体に悪影響が及ぶということ
はありません。より高度な軍事力が必要とされる
危機が発生した場合には、タイ王国軍は予備役を
動員して訓練できる効果的なシステムを配置して
います。
タイ王国軍は引き続き、国際平和維持に	

関して国連を支援することに積極的に取り組んで	
いきます。過去から今日に至るまで、平和への	
貢献という観点から、同軍は部隊、資源、兵役を	
世界各地の 20 を越す平和維持活動に提供してきて
おり、そのうちの 4 つのミッションは現在も進行	
中です。これには、国際連合アフリカ連合ダルフール	
派遣団（UNAMID）、国際連合南スーダン	
派遣団（UNMISS）、国連インド・パキスタン
軍事監視団（UNMOGIP）が含まれる他、同軍
は 2018 年 7 月に 273 部隊という編成で HMEC を南
スーダンに派遣する準備を整えています。
国際平和を維持することで世界をより安全で	

平和なものにするという観点から、タイ王国軍は
国連支援への取り組みを強化することを決定してい	
ます。o
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1991 年 
クウェート/イラクの非武装地帯：士官：7 名
イラク：兵士：50 名
1992 年 
カンボジア：工兵：705 名
1998 年 
シエラレオネ：兵士：5 名
1999 / 2000〜2002 年 
東ティモール：兵士：1,581 名（1999 年）
東ティモール：兵士：925 名（2000〜2002 年）
2010 年 
スーダン、ダルフール：兵士：800 名

タイ平和維持軍の貢献*

出典：www.providingforpeacekeeping.org

*タイは他の国連平和維持活動でも少数の要員を派遣している。

2005 年 12 月、ブルンジにおける国連平和維持活動に参加
したタイ平和維持軍がブジュンブラのはずれで弾薬爆破を

準備する様子。AP通信
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巨大地震後のネパールの多国間アプローチ
プールナ・チャンドラ・タパ（PURNA CHANDRA THAPA）大将/ネパール陸軍
AFP/GETTY 画像

今日の急速な技術革新と気候変動に伴
い、世界の重要なインフラと社会構造
がますます自然災害や人為的災害に	
よって脅かされるようになってきている。	
災害の要因の一部には概して人為	
が絡んでいる。頻度と強度という観点
から、世界各地でこれまで以上に自然
災害が発生していることは周知の事実
である。自然災害に見舞われる可能性
が他地域よりも5倍も高いインド太平洋
地域には世界人口の 61％ 以上が居住	
しており、1970 年以降の世界的な自然災	
害による死亡事例の 57％ が同地域で	
発生している。 
しかし、単一の事業体、部門、	

軍隊のみの取り組みでは、人命に影響を	
及ぼし、深刻な苦悩をもたらし得る	
この巨大な問題に対処することはできな	
い。多国間アプローチによってさまざ
まな利害関係者間の協調・協力体制を
構造化することが、この複雑な災害	
リスクを最小限に抑えるための最善の
選択肢である。

ネパールのリスク
ネパールは世界で 20 番目に災害が
発生しやすい国であり、地震の危
険度の高さでは世界で 11 番目とな
る。2015 年ネパール地震（ゴルカ地
震）、2017 年に発生した南部平野の
洪水、2018 年の USバングラ航空墜落
事故など、ネパールでは過去数年間に
少なくとも 3 種類の災害が発生してい
る。2015 年 4 月から 5 月にかけて	
ゴルカ郡を襲ったマグニチュード 7.8 の大	
地震とマグニチュード 7.5 の最大余震

による混乱の後、正常性を回復する
ための重要な要素となったのは多国
間アプローチと国際的友好国との関
わり合いである。死者数が140 人を超
え、46 万人が避難を余儀なくされた	
洪水と 51 人の乗客が死亡したトリブバン	
国際空港（カトマンズ空港）付近	
の墜落事故という後者 2 つの災害時には、	
ネパール市民と政府軍、特にネパ	
ール軍が危機を克服するための主要	
対応者としての役割を果たした。 
しかし、大災害の対応においては

一方的なアプローチでは必ずしも十分
とは言えないかもしれない。死者数が
9,000 人近く、負傷者数が2万人以上に
上り、60 万戸の住宅が倒壊し、65 万
戸以上が避難した 2015 年ネパール地震	
の後にネパールが講じた対策のよう
に、国家が人道支援・災害救援のため
の多国間枠組を選択するほうが適切と
考えられる。
仙台防災枠組（2015〜2030 年）	

や兵庫行動枠組（2005〜2015 年）	
など、ネパールはさまざまな多国間	
枠組に加盟している。多国間アプローチ	
ではないとは言え、国家リスク低減	
コンソーシアム（NRRC/National Risk 
Reduction Consortium）とその5つの
フラッグシッププログラムは、アジア
開発銀行や世界銀行、援助機関などの
国際的な利害関係者によって支えら	
れている災害リスク軽減のための	
プラットフォームである。新たに公布され	
た災害リスク軽減・管理法と国家災害
対応枠組により、国が災害に圧倒され
た際に対外援助を要請する手段が確立

災害リスク
軽減対策の推進

ゴルカ群の山岳地帯にあるケラ
ウジャ村（写真）を含め、2015
年 4 月から 5 月にかけてネパー
ルで発生した巨大地震と余震に
より 60 万以上の家屋が倒壊。
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された。同枠組により、ネパール軍内の調整	
プラットフォームとして多国籍軍事調整センター	
 （MNMCC）が設置され、ここが外国軍隊と	
民間防衛資産（MCDA）が援助を提供する際の
報告地点となる。 
危機発生時に多国籍軍事対応を強化する	

ことを目的として、インド太平洋に利害関係を
持つ 31 ヵ国の協力により運営される多国籍立案
増強チーム（MPAT）にもネパールは加盟してい	
る。米インド太平洋軍との協力の下、防災の	
一環としてこのプラットフォームを使用して	
ネパール軍はいくつかの演習を開催している。実際	
の災害時に役立つ利害関係者との協力と連携が
重要な特徴の 1 つとして挙げられる。効果的な
政策と過去に実施されたさまざまなセミナーに
より、巨大地震発生時に多国籍機関間の高度な
協力体制を図り、MNMCCを確実に即時設置で
きることは十分に実証されている。

多国間協力の成功事例
MNMCC は多国間支援の統合に役立つ優れた
プラットフォームの 1 つである。何時間にも	
わたって継続する災害と政府による対外援助	
の呼びかけの中、ネパール軍は MNMCC を	
設置した。2015 年ネパール地震発生後、18 の
軍事組織と 16 の非軍事組織を通して合計 34 ヵ国	
が MNMCC に関与している。ネパール軍が	
多国間支援を統合したのはこれが初めてのこと
であったが、過去に実施された MPAT シミュ	
レーション演習の経験が功を奏し、MNMCC
を迅速に設置し、ネパールに到着した軍・	
民間防衛資産を体系的に動員して調整すること	
ができたのである。MNMCC を確立するため
の基準として、多国籍軍標準実施要領（MNF 
SOP/Multinational Force Standing Operating 
Procedures）の多国籍調整センターモデルが用
いられた。 

最初の巨大地震発生から 9 日後
の 2015 年 4 月、ネパール中央
北部のバーパック村でインド空
軍のヘリコプターから救援物資
を積み下ろすインドとネパール
の軍人および村民。
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施設の容量が限られており、ネパールの国際的
友好国からの大規模な援助や救援物資が入ってき
たため、空港や到着便の管理は困難を極めるもの
となった。空港の適切な管理と救援物資の円滑な
流れを実現するため、MNMCC の一部として、	
空港に独立した専用空港管理チームと受付・出発
センターが設立された。 
センターの配属となる各チームには一時的な	

拠点が提供され、MNMCC と連携して各拠点の能力	
と専門性、利用可能な資産、人員などが状況に応じ
た需要に基づき動員された。各外国チームに	
ネパールの渉外担当者が付き添い、共同計画と	
情報共有のために各外国チームの渉外担当者が代表とし	
て MNMCC に詰めることになった労力の重複を	
避け、救済措置の有効性を高めるために大きな課題と	
なったのは同期化と相互運用性である。  
トリブバン国際空港に共同航空運用センターと

医療指令センターを設置し、それぞれ航空連絡室
と医療運用室を介して MNMCC との連絡網を	
確保している。多国間支援の合理化を推進するため	
に、MNMCC で重要となったもう 1 つの側面は、
民軍連携および大規模な人道支援活動者と民間	
対応者との共同作業である。MNMCC は応答の矢面	
に立つ責任を一手に引き受けている。多国籍関与
者が支援を提供した分野は、主に捜索救助、医療	
支援、航空輸送、がれき撤去、防疫である。ネパール	
独自の資源で救助と救援の需要を満たすことがで
きるようになった時点で、軍・民間防衛資産の援
助が中止された。 
全体的に見て、2015 年ネパール地震の多国間	

枠組は、災害対応における重要な要素であったと考え	
られる。ネパール国民と治安当局が緊急対応者とし
て行動したが、大規模な資源と救援物資が必要とされる	
ほどの惨状に対応するには一方的な努力だけで	
は不十分である。MNMCC の設置は、4 月 25 日に	
発生した 2015 年ネパール地震時に多国間アプローチを	
実施する上で重要な側面となった。

今後の準備態勢
それでもまだ、将来発生する可能性のある災害に備
えて、高度の準備態勢を整え、意識向上プログラム
と計画を策定することが必要となる。
危機や災害はどのような場合も、緊急対応者が	

非常に重要である。したがって、すべての準備	
プログラムに市民の意識向上プログラムを取り入れるべ	
きである。これにより、国家能力を構築すること	
もできる。ネパールの南部平野で発生した洪水の際
には、住民と地方自治体が救助・救援活動に対応し
て、支援を動員している。2018 年 3 月にトリブバン
国際空港付近で US バングラ航空墜落事故が発生し
たときは、政府機関の待機軍が即座に対応し、被害
を最小限に抑えた。こうした事象に対応するには、
継続的な政府機関と治安機関の合同訓練が必要であ

り、相互運用性を確保するために訓練を強化する	
必要がある。したがって、国の能力を高め、外国の
対応国への依存を削減するには、準備態勢を整える
メカニズムを開発しなければならない。
友好国および国内外の利害関係者と連携するため

に、災害対応演習＆交換（DREE/Disaster Response 
Exercise and Exchange）、テンペスト・エクスプレス	
 （MPAT Tempest Express）、図上訓練など、	
多くのシミュレーション演習が組織されている。こう	
した取り組みにより、災害管理と緊急対応計画を	
支援するための民軍対話原則を試し、相乗効果を生成	
できるだけでなく、様相を理解して、労力を同期化
することが可能となる。その結果を標準実施要領	
または連携とコミュニケーションのガイドラインと
いった形式で組み立てることができる。

1994 年の発行以来何度か改訂が重ねられてきた
オスロ・ガイドラインには、自然災害や技術的・	
環境的緊急事態後の平時における軍・民間防衛資産
の使用に関する事柄が定められている。これには、
大規模な災害救援活動において、多国籍機関と軍・
民間防衛資産の有効性を改善するために活用できる
枠組が含まれている。このガイドラインに準拠する
ことで、多国間支援を統合するプロセスも容易にな
る。さらに、利害関係者と政府機関を巻き込むこと
で、人道的軍事作戦調整センターまたは合同調整	
センターを設立し、専門家、熟練した人的資源、	
救援物資を動員するための手順を形式化して導入	
するための広範な戦略が必要となる。また、長所、
短所、機会、脅威の分析を実施する必要もある。 
緊急事態の発生前とその最中に救援物資を保管	

するためのインフラを国が指定する必要がある。重要	
資源を貯蔵することで、災害直後の圧力を緩和する
ことができる。多国籍機関からの救援物資をスムー
ズに輸送するために、合同訓練を実施することで、
コミュニケーションと航空交通・地上交通の管理に
熟練した要員を養成することができる。 
これまでにない規模の災害発生の可能性および	

災害に対する地域の脆弱性を念頭に置き、ネパールの	
ような国は用心深く緊急事態に備える必要がある。
緊急事態を解決するための多国間アプローチでは、
確実に労力を分割し、熟練要員を増加し、相乗効果
を増大し、そして被災地への緊急救助と救援活動を
即座に提供する必要がある。多国間アプローチに	
より、資源の最適化、重複の防止、関係の強化、連携	
の促進が可能となる。そして、効果的に多国間アプ
ローチの準備態勢を整えるためには、さまざまな	
多国籍間の話し合いや演習、またシンポジウムを実施	
する必要がある。 

2015 年ネパール地震時の多国籍対応は、多国間
アプローチの有効性を証明するものである。この	
災害からは多くを学んだが、すべての利害関係者が
将来的な緊急事態に備えて多面的に課題に取り組む
必要があるという教訓は中でも注目に値する。o
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小型艇 
を用い

テロ対策戦略の強化に関して、 
スリランカ海軍の経験から学ぶ海洋 

国家への教訓

アレックス・カーター（ALEX CARTER）中佐/米国陸軍＆
ダミアン・フェルナンド（DAMIAN FERNANDO）大佐/スリランカ海軍
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国と海上国境を分かつ国はすべて、自国の
対テロ戦略の一環として、海上および海岸
から侵入するテロ脅威に対抗するための	
計画を策定する必要がある。こうした海上
国境防衛の計画を欠いた戦略は、本質的な

不備があるだけでなく、危険なほどに不完全と言える。
利便性か無知、またはその両方から、より簡単かつ

地上領域を定義しやすいという理由で、海洋領域の	
微妙な意味合いと脅威が考慮されていない対テロ戦略が	
非常に多い。
多くの場合、海上を標的としたテロリストが	

計画・実施する攻撃は、壊滅的な影響を及ぼす。	
スリランカ海軍が海上でテロリストと対戦した経験で、	
小型艇を使用して水上でテロリストの脅威に対抗	
するという方法により、規模の大小を問わず海軍が対	
テロ戦略の有効性を改善する方法に対する洞察を得
ることができる。

海洋の利用と「群れ（スウォーム）戦術」 
海上テロ行為の動機と発生の可能性は、テロ組織の	
政府による後ろ盾の有無と程度、他のテロ組織との	
ネットワーク関係の状態、麻薬密売への関与程度、	
テロ活動の基盤となる安全な隠れ家の有無など、いくつかの	
要因により測定することができると、ビクター・アサル	
 （Victor Asal）とジャスティン・ヘイスティングス	
 （Justin Hastings）が 2015 年のジャーナル「Terrorism 
and Political Violence（テロと政治的暴力）」で述べて
いる。こうした要因のいずれかにより、またはその	
複数が絡み合い、テロ組織が暴力を通じた政治的目標を	
達成するための海事戦略を開始する、または完成させ
ることになる。

海上テロ攻撃には多くの形
態があるが、陸上隊でも熟練	
ダイバーを使えば簡易爆破装置を	
船舶に設置でき、戦闘艇や特攻艇、	
さらには機雷も利用するこ
とができる。ジェーンズ・	
ネイビー・インターナショナル	
 （Jane’s Navy International）に記載されたローハン・	
グナラトナ（Rohan Gunaratna）セキュリティアナリスト	
著の 2001 年報告書によると、利用される技術は	
スピードボート、スキューバ、シースクーターなど	
多岐にわたる。ある調査では、ハマス、アルカイダ、	
アブ・サヤフ、タミル・イーラム解放の虎（LTTE）
など 15 のテロ組織が、1998 年から 2005 年の間に少な
くとも一度は海上攻撃を実施していると、アサルと
ヘイスティングスは記述している。
多くのテロリストにとって、明らかに海洋は組織

の目的を支える活動や作戦を遂行する上で魅力的な	
場所である。米国ヴァージニア州クオンティコ海兵隊
基地内に所在する海兵隊大学校の研究員、ノーマン・	
シガー（Norman Cigar）博士によると、海洋は軍艦、	
石油プラットフォーム、港などの高価値な海上標的への	
攻撃舞台となり得る。シガー博士が 2017 年 5 月のモノ
グラフ「The Jihadist Maritime Strategy:Waging a Guerrilla 
War at Sea（ジハード海事戦略：海洋で繰り広げる	
ゲリラ戦）」で説明しているように、海洋は接近経路、	
シーレーン（SLOC）、経済的資産としても役立つ。
テロリストは海洋を利用して機器や人員をある場

所から別の場所に定期的に移動させることができるだ
けでなく、避難経路としても利用できる海洋は、テロ
リストにとって陸上戦の後に迅速にその地域から逃げ

他 2017年5月に 
スリランカ・カル 
タラの村で発生
した洪水の犠牲
者を探すスリラ
ンカ海軍救助隊
員。ロイター
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る手段ともなり得る。経済的には、海上密輸、人身売
買、違法石油出荷、他の石油関連取引などの違法行為
を犯して利益を得るテロリストにとって、海洋は資産
ともみなすことができると、同博士は説明している。
前述の理由と動機が絡み合い、長年にわたってテロ

組織は高価値の海上標的に対する多くの攻撃に成功して	
きた。最も著しい事例は、2000 年に発生したアルカイダ	
による米艦コール襲撃事件で、17 人の米水兵が死亡	
している。もう1つは 2002 年にアルカイダが爆発物を	
搭載した小型艇を使って成功したフランスの民間石油	
タンカー、ランブール襲撃事件である。イエメン沖12 
海里の地点で発生したこの襲撃事件では、乗組員1人が	
死亡し、12 人が負傷を負っただけでなく、72 キロを超え	
る海岸線に沿って 9 万バレルの原油が流出した。2009 年
と 2011 年にはパキスタンの海軍施設がテロ攻撃を受け
ており、2015 年にはアルカイダかイラクのイスラム国	
 （ISIS）系の組織がエジプト海軍艦艇を攻撃している。
しかし、LTTE と戦ったスリランカ政府の経験

は、テロリストによる海上攻撃に関する豊富な資料
と記録として残っている。ジェーンズ・ネイビー・
インターナショナルが伝えたところでは、LTTE の
高度な軍事的有効性により、スリランカ海軍の沿岸
哨戒艇、海洋哨戒艦、高速戦闘艇、小型砲艦の約 3	
分の 1 が破壊された。

LTTE は「近代的な戦闘装置を組織の部隊に供給
するための安全なシーレーンを必要としており、	
またスリランカ軍、政府、経済を攻撃するために海洋
の開けた演習場を使用した」ことから、同組織は元	
からこの壊滅的なテロ作戦を海上で実施するつもり	
であった可能性が高いと、2011 年 9 月のスモール・
ウォーズ・ジャーナル（Small Wars Journal）でポ
ール・ポヴロック（Paul Povlock）博士が述べてい
る。スリランカ海域で初めて発生した海上テロ行為
は、LTTEが 1990 年にスリランカ海軍監視司令艇	
アビータ（Abeetha）とエディサレイン（Editharain）
に対して仕掛けた最初の自爆作戦である。2006 年の
ジェーンズ・ネイビー・インターナショナルの記事	
によると、1994 年にもスリランカ海軍哨戒艦に	
対する自爆攻撃が発生している。この駆潜艇級の艦艇、	
サーグラワルデネ（Sagarawardena）はスリランカ	
最大の軍艦である。1998 年には、LTTE の攻撃により	
スリランカ海軍の艦艇が損傷を受け、50 人以上の	
スリランカ兵士が死亡している。また、LTTE が	
特攻艇によりスリランカ海軍艦船を 7 回にわたって攻撃し	
た 2000 年には、高速戦闘艇4隻が破壊され、13 人の	
水兵が死傷した。スリランカ国防省によると、2006 年
には LTTE の特攻攻撃が 9 回発生し、内水哨戒艇と
沿岸哨戒艇 6 隻が破壊され、58 人の水兵が死傷してい
る。こうした事例における重要な戦場戦術は、目標を
圧倒するように設計されている「群れ戦術」 を用い
た非対称戦争である。ジャスティン・スミス（Justin 
Smith）著者は、LTTE は「多くの場合、戦闘艇の中
に紛れて特定不可能な特攻艇を群れ戦術と特攻攻撃に
用いる」と、2011 年版のスモール・ウォーズ ＆ イン

サージェンシーズ（Small Wars＆Insurgencies）で述べ
ている。海上におけるテロ脅威への対処に頭を悩ませ
ている他の海軍にとって、群れ戦術を理解することが
非常に重要となる。

2000 年発行のランド社の研究「Swarming and the 
Future of Conflict（群れ戦術と紛争の未来）」	
によると、群れは古くから存在する戦闘戦術で、今日	
ますます利用されるようになってきている。同研究
では、群れた組織は通常、自律的または半自律的な
行動、脈動する持続可能な力や火を用いてあらゆる
方向から仕掛ける協調的な打撃方法、撃退能力と接近	
能力、および敵の結束を乱す能力を発揮すると説明
されている。また、軍事的な群れ戦略により、通信
やネットワークの観点からだけでなく、地理的また
は物理的な観点から適切に接続される多数の小規模
部隊を使用して、さまざまな方向から標的を攻撃で
きるとも述べられている。さらに同研究には、動物界	
に見られる狼群または第二次世界大戦時のドイツ
の U ボートや日本の神風特攻隊のように、テロ組織
は正確な瞬間に正確な場所に集合して開放水域や公
海に群がり、打撃を与えたらすばやく撤退すること
ができるとも記されている。
同研究は、その含意として「軍隊は接近戦闘能

力と教義を再検討する必要があるかもしれない」
と指摘している。たとえば、ヒズボラのような	
テロ組織は、南レバノンでイスラエルの奇襲隊襲撃に	
対抗するために群れ戦術を用いてきた。これが、
南レバノンからイスラエルが戦術的撤退を余儀な
くされた理由かもしれない。つまり、イスラエル
は敵の群れ戦術に対応することができなかったと
いうことである。
群れ戦術は従来型の軍隊にとっては型破りな戦術

である。これは、世界中の海軍が海上のテロ脅威と
戦う上で直面する課題において特に言えることであ
る。LTTE による海上テロ攻撃を何度も経験している
スリランカ海軍は、LTTE の群れ戦術に対抗するため
の教義と戦術の開発に取り組んできた。LTTE の小型
艇に対抗してきたスリランカ海軍の経験は、この種の
戦闘に苦悩している他の海軍にとって良い教訓となる
はずである。

スリランカの経験 
スリランカの海洋問題は広範に渡る。2016 年、ダニ
エル・K・イノウエ・アジア太平洋安全保障研究所	
 （DKI APCSS/Daniel K. Inouye Asia-Pacific Center  
for Security Studies）のクリストファー・スネッデン	
 （Cristopher Snedden）博士は、「南アジア地域は、
エネルギーを含め、南西アジアからマラッカ海峡経
由で産業が盛んな他のアジア地域に行き交う膨大	
量の貿易にとって重要なシーラインの上に位置して
いる」と述べている。そのため、インド洋における
スリランカの戦略上の立地条件は、同地域にとって
だけでなく、スリランカのすぐ南にある海上交通路
を行き交う世界中の多くの商取引にとって大切	
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内戦中の 2007 年 9 月、 
トリンコマリーの海軍基地に 
入港する軍艦サムデュラ 
 （Samudura）を見守る 
スリランカ海軍水兵。
AP 通信
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であることから、この経済的
利益を守る上で強力な海軍が
最も重要となる。
海事の観点から、2 つの海軍

が海上で交戦するという従来型
の海軍紛争としては、1982 年に
英国とアルゼンチンの間で発生

したフォークランド紛争が最後の事例となる。今日、
ほとんどの海軍は海上で攻撃者を撃退・破壊するとい
う従来型の戦闘を経験していない。1982 年以来、	
インド太平洋地域においてある意味で海軍戦闘作戦に
従事した海軍は世界でスリランカ海軍のみである。この	
戦闘は明らかな脅威である LTTE に対するものであっ
た。1983 年に勃発したスリランカ内戦中、スリランカ
北部と東部にタミル人の独立国家タミル・イーラム	
建国を謀った LTTE と政府が交戦状態となり、従来型の	
方法や奇抜な戦法で陸海戦闘が 26 年間にわたって	
続けられた末、2009 年にスリランカ政府が LTTEを制圧	
して内戦の幕が閉じられた。
内戦中、スリランカ海軍およびスリランカ政府と

戦うために相当な海軍能力を蓄えていた LTTE の	
艦隊には、運用、物流、通信、情報などの部門の任務を	
担うおよそ 4,000人の乗組員が配置されていた。スモール	
・ウォーズ・ジャーナルでポヴロック博士が述べてい
るように、艦隊は特有の方法で建造された繊維	
ガラス製高速戦闘艦、4 人乗りのスリッカ（Thrikka）	
級艇、6 人乗りのスッダイ（Suddai）級艇、ムーライ	

（Muraj）級艇、海上標的への特攻攻撃に使用す
る 2 人乗りのイダヤン（Idayan）小型艇などで構成さ
れ、イダヤン級の小型艇を除くすべての艦船に少なく
とも 1丁の重機関銃が装備されていた。イダヤン級の
小型艇には標的への着弾時に爆発するように設計され
ている爆薬が搭載されており、小型艇はいくつかの	
良好な戦術上の理由に基づき意図的に使用されていた。
ほとんどのセンサーで検知が困難となる小型艇は、

身を隠して目立たないように水面を進むことができ
る。また、1艇でも複数でも小型艇は動かすのが容易	
であるため、海上・商業プラットフォームに対する	
攻撃の時間、場所、モードを柔軟に選択できるだけでな	
く、普通の漁船や個人用の水上ボート、遊覧船、	
または他の特別設計の高速小型艇は簡単に危険な特攻艇に	
改造できるため、こうした船に爆発物を搭載して	
大きな打撃を与えるという手段もある。小型艇にはまた、	
輸送のための海上交通路や従来から多数の船舶が集ま
る場所といった狭い場所でも容易に低速操縦できると
いう利点があり、爆薬などで重装備すれば、標的	
にとって最も不都合な時間と場所で広範囲にわたる打撃と	
破壊を実現することができる。
海上で激しい打撃を与えるための壊滅的な群れ戦術

にとって、小型艇は最適かつ致命的なツールとなる。
小型艇なら混雑した場所で漁船を装い、商船を容易に
攻撃できる。世界の商取引の大部分は海上で行われて
いるため、石油タンカーやケミカルタンカー、さらに
は旅客船やクルーズ船にこうした攻撃が仕掛けられた

海軍のテロ脅威対策戦
略の一環である小型艇
の概念に従ってテロ対
策訓練を実施するスリ
ランカ海軍水兵。
スリランカ海軍
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内戦終結の 2 ヵ月前
に当たる 2009 年 3
月、コロンボ近くの
デヒワラの海岸を 
巡回するスリランカ
海軍水兵。 ロイター
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場合は、政治的にも経済的にも多大な影響が及ぼされ
る。コロンボはスリランカの商業の中心地で最も活発
な港であり、テロ組織は小型艇を使用して、マースク	
・トリプル E 級などの大型コンテナ船を損傷または	
撃沈することで、簡単にスリランカの国際海上貿易	
を危険に曝すことができる。港口などのチョークポイント	
で小型艇を用いて海軍艦隊を狙うことも可能である。
数日遅れただけでも混乱が発生する港湾運営が数	
週間も滞れば、その被害は壊滅的なものとなる。
海を渡ってスリランカ海軍を襲った LTTE の小型	

特攻艇により壊滅的な影響が発生したことで、同海軍は
その戦略と教義の変更を余儀なくされた。新しい装備と
戦術に基づき、スリランカのワサンタ・カランナゴダ
（Wasantha Karannagoda）大将が「小型艇の概念」と呼
ばれる創造的なアプローチを開発したと、スミス氏は	
スモール・ウォーズ＆インサージェンシーズの記事の中で	
述べている。実質的に、この新しい戦術は「ゲリラ以上
のゲリラに（out-guerrilla the guerrilla）」なる手法であ
ると、ポヴロック博士は説明している。一部のイダヤン
特攻艇を含む LTTE の群れ戦術に対抗するには、小型艇
を用いた新戦術が是が非でも必要となった。スリランカ
海軍の教義は、LTTE の小型特攻艇に対してより多数の
小型艇で対抗するという方向性になった。「群れ」対
「群れ」である。小型艇の概念は LTTE の群れ戦略と
特攻戦術に高速かつ重装備の内水哨戒艇で対抗する	
ものであると、スミス著者は述べている。

LTTE との戦闘作戦に参加した著者の 1 人による
と、スリランカ海軍の戦略と小型艇の概念の背後に	
ある考え方は、第一次世界大戦中に英国の技術者によっ	
て開発されたランチェスターの法則の影響を大きく受
けている。同理論では、本質的に死傷者比率は戦闘力
比率とは逆方向に変化すると定められている。つまり、	
敵の数を上回る軍のほうが少数軍よりも負傷者数	
が少なくなると予測できるわけである。同法則ではまた、	
近代的な武器により遠距離から作戦を実施でき	
るようになったことから近代的な戦闘力を備える軍
は 2 倍強力となるため、近代戦では戦闘の性質が劇的
に異なることが示されている。同理論と一連の原則
が、スリランカ海軍の小型艇隊の創設と実現の裏付
けとなっている。
小型艇の概念を実現するため、2006 年から士官	

と水兵の募集を開始した同海軍は、まず特殊	
舟艇部隊（SBS）、続いて速攻舟艇部隊（RABS）と、	
2種類の部隊を設立している。ポヴロック博士による	
と、SBS の新兵は米国海軍特殊部隊シールズ、米国	
陸軍特殊部隊、インド海軍コマンドなどから高度	
な訓練を受けている。部隊の任務は、小型艇を用	
いて LTTE の領土内の偵察と監視を行うことである。	
RABS の新兵は小型艇を操縦し、LTTE 海上部隊	
 （シー・タイガー）との交戦時に最大 30 艇を使用して
群れ戦術を行使できるように訓練された。結果とし
て、LTTE が不利となり、スリランカ海軍への攻撃が
着実に減少し、その後 2006 年から 2008 年にかけて	

2018 年 4 月、 
スリランカの主要 
コロンボ港で警備に当たる 
海軍兵士。  ロイター



53IPD FORUM

激減した。同博士の言葉を借りれば、小型艇戦略が	
 「シー・タイガーを粉砕」したのである。実際、	
スミス氏も、「政府の勝利における極めて重要な要素は、	
SLN [スリランカ海軍] が成功裏の海上阻止戦略を発展
させたことである」と著書で述べている。

進むべき道
スリランカ海軍はその後も短期・長期的視点で改善の
評価と計画を続けている。スリランカの経験は、特に
海上に関する従来型の脅威や新しい形態の脅威に直面
している発展中の海軍を持つ国々にとって有益となる
可能性がある。
スリランカ海軍は小型艇隊を増設し、その海軍能	

力を最大化することで、意図的に海軍艦隊の規模と	
範囲を調整することを選択した。たとえば、小型艇と
大型艦艇を組み合わせるという概念により、海軍は	
フリゲートや戦艦などの従来型の艦艇の保護を強化	
しながら、小型艇を用いて海上のテロ攻撃に対応する
防衛能力を高めた。
漁業共同体は海上における自身の役割の重要性に

対する意識を高め、不審な行動や違法な活動をもっ
と用心深く特定して報告する必要がある。こうした
行動を法律で厳しく義務付けるべきである。地元の
漁師と漁船を適切に審査・認定することで、多くの
闇市場活動を抑制できる。この海軍の意識向上と	
協力、教育、連携という姿勢に沿って、沿岸警備隊や	
警察もお互いに各機能を理解し合うことができ、	
改善を図ることができる。おそらく、脅威シナリオに	
基づく共同演習に参加して、統合共同能力をテスト
するというのも名案である。
対話共有の機会を増やすことも安保にとって重要と

なる。スリランカはガレ対話（Galle Dialogue）と呼

ばれる国際海事シンポジウムを毎年開催し、海上テロ
脅威について議論する場を設けている。南アジア地域
の観点からは、この題目を南アジア地域会議（South 
Asian Regional Conference）の議題として取り上げ、	
二国間・多国間協定と資源共有協定につながる議論の
機会を設けるべきである。
他の発展途上国と同様に、スリランカはインド、	

日本、韓国、米国などの提携諸国と協力して世界規模の	
テロ脅威対策において協力を図るため、共同訓練、	
教育、情報共有を追求することができる。
古代中国の軍事思想家、孫武の言葉を借りれば、	

 「故に用兵の法は、其の来たらざるを恃むこと無く、
吾れの以て待つ有ることを恃むなり。其の攻めざるを
恃むこと無く、吾が攻むべからざる所あるを恃むなり	
 （用兵の原則として、敵が攻めてこないのをあてに	
するのでなく、いつ攻めてきても迎え撃てるように態勢	
を整える）」である。
テロ対策戦略というものは、政府が考慮する必要の

ある脅威に基づいて変化する。これまで地上領域は多
くのテロ事件の現場となってきたが、将来的には敵が
海洋領域に目をつける可能性がある。海上で LTTE と
交戦したスリランカ海軍の経験により、商港、港湾、
水路、さらには外洋へのテロ攻撃が発生する可能性
が現実みを帯びる。これは、もはや「可能性」ではな
く、「現実」である。最悪の事態に備えて自国海軍の
規模の変更、再装備、調整に取り組んでいる発展途上
国は、小型艇を用いてこうした脅威に対抗するという
案に共鳴するはずである。これはハイテクである必要
も、きらびやかである必要もない。o

この記事で表明されている見解や意見は著者自身の考えであり、スリランカ国防省や米国 

政府機関の公式の方針や立場を反映するものではない。

2017 年 8 月、記者会見に応じる 
スリランカのトラヴィス・シンニア 
 （Travis Sinniah）中将 
AFP/GETTY画像



シャープパワーの

巧妙な操作、脅し、混乱という手段で 
民主主義諸国にますます自国の 
アジェンダを注ぎ込む中露権威主義国家
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FORUM スタッフ

中華人民共和国（中国）政府とロシア政府の間で、	
 「シャープパワー（Sharp Power）」として知られる	
ようになった権力にますます依存する新しい形態の	
情報戦争が発生している。シャープパワーという用語
は、2017 年 12 月の全米民主主義基金（NED）による
報告書の一部を執筆したクリストファー・ウォーカ	
ー（Christopher Walker）とジェシカ・ ルドウィッグ	
 （Jessica Ludwig）両研究員による新造語である。 
過去 10 年間にわたり、この2つの権威主義国家は

数千億円相当（数十億ドル）を費やして、従来型の
アピールイニシアチブや広報活動の概念を超える方
法で民主主義に影響を与えようと企んできた。ほと

んどの国は他国からの認識と一致するように国を形成
することを望んでいるとは言え、この両国の戦術は
強引過ぎると、ワシントン DC を拠点とする基金かつ
シンクタンクが発行した 156 ページの報告書「Sharp 
Power:Rising Authoritarian Influence（シャープパワ
ー：権威主義国家の影響の高まり）」の中で同著者等
が述べている。 
「対象国に自国の政治や情報環境を貫通、浸透、

または穿通させる『シャープパワー』は、これまで	
権威主義国家の「ソフトパワー」として理解されていた	
概念の対として分類できる。独裁国家と民主主義国家
の間で進行している新しい競争において、抑圧的政権

55IPD FORUM



の『シャープパワー』のテクニックはその国家の短剣
の先端、あるいはまさしく注射器の針として捉えるべ
きである」と、ウォーカーとルドウィッグ両研究員は
述べている。ウォーカー研究員は基金の調査分析担当
副社長、ルートヴィヒ研究員は研究・会議担当役員を
務めている。

 「この権威主義国家の影響は概して誘致や説得に	
注力するものではなく、どちらかと言えば混乱と巧みな	
操作（ごまかし）に焦点が当たっている。自国で	
政治的な多元主義と自由表現を体系的に抑制している
野心的な権威主義国家は、自国の利益を確保するために、	
国際的に同様の原則を適用するという欲求をますます
高めている」と、同著者等は説明している。

2018 年 1 月発行のフォーリン・アフェアーズ誌に	
掲載された分析報告書の中で、「詐欺的に情報を使用	
するシャープパワーは一種のハードパワーである」と	
説明しているジョセフ・ナイ（Joseph Nye）ハーバード大学	
特別功労教授は、米国の著名な国際政治学者で、	
1990 年発行の書籍の中で「ソフトパワー」という	
用語を世界に紹介した人物である。外国の心と精神を
味方に付けるために文化や査証、助成金、投資を利用

するのは他多くの国々も同様であるが、中国のその	
活動はより破壊的で拡散してきている。
ニュージーランド・カンタベリー大学のアン＝	

マリー・ブレイディ（Anne-Marie Brady）教授は、2017 年	
のエコノミスト紙のインタビューで、偽情報を流す	
中国の積極的なキャンペーンを「政治的影響力を導き、	
買収し、強制する」ための「新しいグローバル戦闘」
と表現している。
特にオンラインやソーシャルメディアを介して移動

する情報の量、性質、速度を考えると、民主主義政府
や社会はシャープパワー戦術への対応方法を再検討す
る必要があると指摘するウォーカーとルドウィッグ両
研究員は、民主主義は「悪意のある権威主義国家の	
影響に対する予防措置を講じる」だけでなく、「その
主義の原則に則りはるかに断定的な姿勢を取る」べきで	
あると、同報告書の中で主張している。
同著者等は南米のアルゼンチンとペルーおよび	

中欧のポーランドとスロバキアにおける中国と	
ロシアの活動のケーススタディを分析しているだけでな	
く、オーストラリアやニュージーランドから欧州、
アフリカに至るまで、こうした政権が他の民主主義

オランダ人画家、フィンセント・ファン・ 
ゴッホの自画像を印刷したバナー。オランダと 
ウクライナの欧州連合連合協定に先立つ 2016
年 2 月、ウクライナのキエフに所在するオランダ 
大使館の前で、オランダの人々にロシア 
のプロパガンダを無視するよう要求する活動
家等が掲げたもの。オランダ議会は最終的に
2017 年に合意を採択。ロイター



中露政権による民主主義弾圧
の企みに対抗するための重要
な 5 ステップ
中国とロシアに関する情報不足に対処する。研究の対
象となった 4 つの民主主義国家では、中国の 
政治体制と外交政策戦略に関する情報が非常に限ら 
れている傾向がある。中国を深く理解し、その 
知識を他の社会と共有できるジャーナリスト、 
編集者、政策専門家はほとんど存在しない。 
ラテンアメリカなど地域においては、ロシア 
についても同じことが言えるが、中欧ではロシアに関
する知識が豊富になってきている。

権威主義国家の影響の正体を暴露する。中国と 
ロシアによるシャープパワーの取り組みは主に偽装に頼 
っている。たとえば、国家主導プロジェクトを民間 
機関や草の根的な協会の活動として偽装する、または 
外国のプロパガンダを伝えるルートや外国操作 
の道具として現地の活動者を利用するなどが挙げら 
れる。誤った方向に導こうとする取り組みに対抗 
するためには、民主主義国家の監視者がそれらを注視 
し、包括的な方法で分析する必要がある。

民主主義社会が悪意のある権威主義国家の影響に対し
て予防措置を講じる。権威主義国家による 
影響力浸透の取り組みの性質と技術が明らかになっ 
たら、民主主義国家は国内防衛体制を構築する 
必要がある。権威主義国家のイニシアチブは、民主 
主義社会における政治的権力者層やソートリーダー、 
また情報の門番としての役割を果たす人々との関係を
構築することを狙いとしている。中露政府 
は自国の権威主義体制に対する批判を中和する 
ために、支持者を獲得し、民主的制度の中に入り込も
うとしている。

民主主義的価値と理想に対する支持を再確認する。権
威主義国家のシャープパワーの目的の 1 つ 
が非自由主義的な政府の形態を合法化することである
場合は、民主主義国家とその国民が自身の 
原則を見失わない限りそれを実現することはできな 
い。民主主義国家の首脳陣が民主主義の理想について 
明確かつ一貫して発言し、民主的行動の許容基準に関
する明確な指標を提示する必要がある。

「ソフトパワー」を再概念化する。最後に、ジャーナ
リストやシンクタンクアナリスト、また政策に関与す
る権力者等は、権威主義国家による影響力浸透の取り
組みを認識する必要がある。つまり、 
標的とされた民主主義社会に重大な損害を与 
える腐食性かつ破壊的な「シャープパワー」を 
手段として利用するというその真の姿の観念を理解 
する必要があるのである。冷戦終結以来用いられてき
た概念的な語彙は、この現代の状況を説明 
するのにはもう十分とは言えないかもしれない。

出典：クリストファー・ウォーカー ＆ ジェシカ・ ルドウィッグ著、 
 「Sharp Power:Rising Authoritarian Influence」、2017 年 12 月

国家に対して自国の政治的な思想を注ぎ込むと
いう卑劣な方法の証拠を考察している。 
「全体像を見なければ、権威主義国家による

特定の国への影響力浸透の取り組みは、かなり	
無害または無効果のように見えるかもしれないが、	
一見異なっているように見える世界でのロシアと
中国の活動が合算されると、はるかに厄介な状況
が浮上する」と両者は結論付けている。

非対称性の利用
中国とロシアは異なるアプローチを採用している
とは言え、両国とも民主主義国家の開放性を利用
しながら、現実的にも仮想的にも外的影響に	
対して自国の国境を閉鎖していると、ウォーカーと	
ルドウィッグ両研究員は説明している。 
何よりも中国はその政権自体の発表に対する

異議を抑制するためにシャープパワーを用い、
メッセージと行動を効果的に操作して検閲して
いるとする同著者等は、「中国政府は、良心的
な外国の影響力または民主的な政治制度なしで
経済発展を遂げた成功例として自国像を描くこ
とを目的」としており、さらに「自国の一党制
を守り促進する中国のキャンペーンの中には、
民主主義は非効率的かつ無秩序であり、経済発展	
への推進力に欠けるという暗黙の批判が含ま	
れている」と述べている。
シャープパワーイニシアチブを発揮し、未発達	

の民主主義国に一党政権がより適しているよ	
うに見せかけるために、中国は民主主義社会の
常套手段の多くを取り入れてきた。同国は国営
の研究センターや報道機関、孔子学院を通じた
語学研修、人材交流を利用して、ラテンアメリカ	
などの国々における未発展の民主主義国家の	
政治家やジャーナリスト、学者をそそのかして
政策を変更させ、より広範にわたる地盤に影響
を与えようとしている。さまざまな報道による
と、たとえばオーストラリアでは、中国の国家
観を推進し、中国人学生を操ることでオーストラリア	
の大学における議論を抑制するために、	
中国の事業体が政党や個人の候補者、大学に	
資金を寄付し、新聞社を買収している。
皮肉なことに、より新しい民主主義国家の多

くの地元関係者には知られていないが、中国と
ロシアの市民社会部門の中では、そうした手段
を自国の市民に講じることはできない。同著者
等は、「こうした取り組みは、協力の動機付け
をし、自国の権威主義体制に対する批判を中和
するために、民主的制度の中に入り込もうとす
る中露政府の大きな目的の一端である」と述べ
ており、さらに、歴史的に中国が支配を目的と
して偵察を行ってきた中国人移民集団を含む	
地域同盟国の異論や反対者等を中国が頻繁に封じ	
込めている、と説明している。
ナイ教授は、フォーリン・アフェアーズ誌に

掲載された自身の分析の中で、シャープパワーは
「政治、マスコミ、学界に貫通して破壊し、国の
肯定的なイメージをひそかに宣伝し、情報を歪め
て不正確に伝えることで反対意見や討論を抑制し
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ようとするものである」と詳細に説明しており、	
 「中国のシャープパワーには、広く浸透し、自己検閲を生	
み出し、中国の仕業であるという証拠を掴むのが難し
い、という3つの顕著な特徴がある」と述べている。

資金による連結
権威主義国家は経済的影響力とシャープパワーを組み
合わせることで政治的課題を推進していると分析する
全米民主主義基金報告書の著者等は、「この点に関し
て中国は特に巧みで、中国の事業活動を中国政府の他
の影響力浸透の取り組みと併せて検討しない限りほぼ
判明しない間接的経路を通じて、さまざまな強度で	
圧力をかけている」と述べている。
同報告書のラテンアメリカに関する章を担当し

たラテンアメリカ開拓・開発センター（CADAL/
Center for the Opening and Development of Latin 
America）のフアン・カルロス・カルデナル（Juan 
Carlos Cardenal）研究員によると、ラテンアメリカ
全体で中国は資金を手段としてそのシャープパワー
イニシアチブを推進していると語っている。2016 年
後半、中国の習近平（Xi Jinping）主席は 2020 年まで
に中国が 1 万人のラテンアメリカ人に研修を提供する
ことを約束している。カルデナル研究員によると、
無料研修、交換プログラム、奨学金などの人材交流
を用いる中国の作戦は、ラテンアメリカにおける	
地域の権力者層の支持を得る上で非常に効果的である	
ことが実証されている。  
カーネギー国際平和基金（Carnegie Endowment 

for International Peace）のアジア担当シニアフェロー	
であるエヴァン・フェイゲンバーム（Evan 
Feigenbaum）研究員によると、中国は世界中でさま
ざまな種類の経済的影響力を利用して、対外直接投資
を活用することで、他国の規則や規範を形成し、中国

に対する支持を促している。フェイゲンバーム研究員
が 2017 年7月に同基金のウェブサイトに掲載された	
記事に記したところでは、中国は本質的にアフリカを	
強制し、中国への負債の資本への転換、中国の労働力の	
購買・雇用、中国の技術・工業標準と調達規則の採用
を行わせている。 
中国はまた、国内市場へのアクセスを制限する	

ことで経済的圧力をかけている。たとえば、韓国の	
ロッテグループが韓国政府に終末高高度防衛（TH AAD）	
ミサイル配備のための土地を提供したのをきっかけと
して、中国はチューインガムメーカーかつ小売大手企
業である同グループに営業停止を言い渡している。	
ロイター通信によると、2017 年 2 月の土地交換取引の
契約締結から数ヵ月も経たないうちに、中国の	
規制当局は消防規則違反を理由に中国国内にある	
ロッテマート 112 店舗の大半を閉鎖している。 
中国はまた、懲罰的アプローチも用いている。	

フェイゲンバーム研究員によると、2017 年 11 月にダライ・	
ラマの首都ウランバートルへの訪問を許可したモンゴル	
政府に一矢報いる形で、中国はモンゴルの商品輸出に
対して関税を課している。その後 2018 年 1 月、中国政
府はモンゴルがこれを「戒めとする」ことを望み、	
今後ダライ・ラマの再訪問を認めることは勧めないと	
王毅外相が述べたと、モンゴルの英字新聞、	
ザ・UB ポスト（The UB Post）が報じている。

ロシアの戦術
一方で、ロシアのシャープパワーのアプローチは、	
直接的に民主主義国家の健全性と信頼性を弱体化させる	
ことに注力している。 
前述の報告書の著者等は、「中国政府は主に積極

的な投資や協同体制、そして真実性を欠いた売り込み
手腕を通じて自国の知名度を高め、権力を拡大しよう

韓国のロッテグループが終末高高度防衛（TH AAD）ミサイル配備のために 
韓国南東部の土地を提供することに合意した翌日に営業停止が言い渡された北京の 
ロッテマート。同契約締結後、ロッテ免税店は中国によるサイバー攻撃により数
日にわたり 6 時間以上ショッピングサイトがダウンしたと主張。AP通信
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としているのに対して、ロシア政府は見かけ的か	
現実的かを問わず、主に民主主義国家という敵の足を	
引っ張ることで競争環境を平準化することを望んで
いる」と説明している。 
ポーランドのシンクタンク、公共問題研究所	

 （Institute of Public Affairs）のヤツェク・クハルチク	
 （Jacek Kucharczyk）所長によると、ロシアは不安や	
腐敗した公共政策を引き起こすために、地域社会に既存	
する欲求不満やシニシズムを食い物にしている。同所
長は全米民主主義基金による報告書でポーランドの	
政治的分極化に関する章を担当した人物である。
中国が国際社会における敵を弱体化させるために	

使用した手段と同様の戦術をロシアも採用している。
ロシア政府は歴史的に両国間に存在する緊張関係を	
強調する説話を続けることで、ウクライナの新しい民主	
政治に対するポーランドの支援を弱体化させるように
働きかけたと、同所長は述べている。同報告書によれ
ば、ロシア政府はまた、ポーランドとスロバキア	
による欧州と環大西洋的共同体への帰属意識およびその	
民主的ガバナンスを破壊しようとしている。

 「自国のポピュリストとロシアのプロパガンダが取
り入れている特定の政治的話術、および自由民主主義
よりも経済成長をより良く推進できるとする権威主義
的政治制度を特徴とする超近代的かつ親切な権力として	
自国像を描くための中国の計算ずくの努力の間には	
多くの危険な関係」が存在すると、クハルチク所長は
述べている。 
ロシアは中国以上にその国営報道機関を国際的に

拡大し、外国の選挙を妨害する策略を含め、他国に

偽情報を広めている。たとえば、多くの場合、	
ポーランドではロシア報道機関からの話題を第三者の	
ウェブサイトに報道させることで、ロシアの情報源を	
信頼する可能性が低い地元住民からの信頼性を高め
ていると、同所長は説明している。同時に、権威主義	
国家、特に中国は、市民によるインターネットへの
アクセスやソーシャルメディアプラットフォーム	
の利用を制限し、ニュースやオンラインコンテンツ
を検閲している。こうすることで、政権は	
グローバリゼーションの利点を活用しながら、	
自国内で自由で開かれた取引や透明性の高い主義を
拒絶することができる。
さらに、新たに民主主義を実現した国の民主主義に

対する戦略的価値を考えると、中露がこうした国々を
標的としていることは特に厄介な問題であると、	
ウォーカーとルドウィッグ両研究員は締めくくっている。 
情報とアイデアの管理のために国際キャンペーンを

繰り広げる中国とロシアに対抗するには、米国とその
同盟国・提携国は民主主義的価値を基盤とする新たな
措置とツールを導入する必要がある。もし「民主主義
国家が強力な力を発揮しなければ、自国の指導的役割
と同盟を放棄し、その長期的な安保を放置することに
なる」と警告する同著者等は、

 「当分の間でも、中露および十分な資金力のある他
の権威主義国家が現在の勢いを維持すれば、その策略
により未発展の民主主義国家の完全性に深刻な損害が
及ぶ可能性がある。そして今度は、世界の安保と繁栄
を支えてきた規則主義の国際秩序に壊滅的な打撃を与
えることになるであろう」と警鐘を鳴らしている。o

2016 年 1 月、ロシアの報道機関が政治不安を引き起こすことを目的として、ベルリンで 3 人のムスリム男性がロシア系ドイツ人の 
女子を強姦したという誤情報を広めた後、大使館の前で「因果応報」と書かれたプラカードを掲げるドイツ人抗議者。ドイツ警察が
速やかに真実を暴露。ロシアは米国やフランスの政治や選挙にも干渉している。AFP/GETTY 画像
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インドの政軍志向はアジア太平洋	
からインド太平洋への米国地政学的	
志向の変化に合わせて調整される
ことから、今後はインドが太平洋

諸島地域により戦略的な焦点を当てることに
なると考えられる。
第一に、インドの海洋戦略的志向はユーラシア	

大陸のリムランドに向けられており、これ	
には同国がインド太平洋地域の沿岸地域	
 （ベンガル湾、アラビア海、南シナ海など）	
を戦略的に重視している姿勢が反映されている。	
インドは長年にわたり海洋戦略的には	
太平洋諸島地域を無視してきた。
この状況が変わりつつある。インドは海洋に

ついて、沿岸地域における利益を確保すること
とは別に、インド太平洋の指揮権を握ることを
想定しているようである。
地戦略上、太平洋諸島はオーストラリアと

ラテンアメリカ亜大陸を繋ぐ役割を果たすこ
とから、インドは同地域にますます注目する
ようになっている。さらに、環太平洋	
パートナーシップ協定が最終的に確立されれば、	
同地域の海上交通量は増加する。
太平洋諸島は広義にはアジア太平洋地域の

一部であり、現在ではインド太平洋地域とし
ても捉えられている。したがって、米太平洋軍	
から米インド太平洋軍への改名に伴い、その
海洋戦略的志向を含めインドの軍事構造も	
南太平洋と太平洋諸島を含むように移行する
と考えられる。
インドが太平洋諸島に接触するためにその

海域を拡大するにつれて、よく話題に上る	
 「列島線」戦略の一環としての中国の海事戦略	
的思考と拡大に根本的に含まれる同地域	
にまでその手が伸びることなる。冷戦中、	
中国政府は米政府との良好な関係から大いに
恩恵を受けたことで、太平洋諸島への政軍拡大	
への道を開拓できたのである（1980 年代初頭
に密かに開始されている）。

太平洋諸島におけるインドの存在感
インドのヴィシャーカパトナムに本部を置く	
東海軍コマンドの活動範囲はマラッカ海峡までで	
あり、太平洋諸島は含まれていないことから、
同地域における海洋における現在のインドの	
存在感は限定的だが、インドがより広範にわたっ	
て関与するため、アンダマン・ニコバル諸島に
戦略的位置として別の艦隊の拠点を置くことに
なれば、この状況が変化する可能性がある。	
はっきりと発表されたわけではないが、	
インド海軍の 2015 年海上保安戦略文書（Maritime  
Security Strategy Document）には、インド太平
洋に対するインドの野心的アプローチはアンダマン	
・ニコバル諸島に別の艦隊拠点を配置しな	
い限り達成できないと詳述されている。	
もしこれが実現すれば、南太平洋におけるインドの	
軍事的関与が高まることになる。
現在のところ、インドは太平洋に恒久的な	

軍事的展開を行っていない。しかし、外交的には	
南太平洋問題に興味を示し、2002 年以来毎年	
太平洋諸島フォーラム（PIF）に参加している
インドは、開発プロジェクトにソフトローンを
提供するという南太平洋諸島への対外援助も開始	
している。

2015 年 8 月にインドのジャイプルで開催	
された第 2 回インド・太平洋島嶼国協力会議	
 （FIPIC）首脳会談では前述の側面に注目が集ま
り、これによりインドの「ルックイースト」と	
 「アクトイースト」政策の範囲が南太平洋地域に
まで押し広げられることになった。同首脳会談
で、太平洋島嶼国 14 ヵ国のうちの 12 ヵ国が	
インドを国連安全保障理事会の常任理事国として	
支持することを誓約している（他2ヵ国の	
クック諸島とニウエには国連での投票権がない）。
これに先立つ 2014 年 11 月、フィジーを訪問

したインドのナレンドラ・モディ首相は、インド	
の太平洋諸島との外交的関与の範囲は議論の余
地があると述べている。同訪問はインドの	
太平洋諸島への働きかけの転換点となるものであ	

地政学的状況の変化に伴い、南太平洋に目
を向けるインド

ボイスIPDF

バラジ・チャンドラモハン（BALAJI CHANDRAMOHAN）

太平洋島嶼国における 
インドの戦略的拡大
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1986 年に設立され、フィジー、 
パプアニューギニア、ソロモン諸島、 
バヌアツのメラネシア諸国 4 ヵ国および 
ニューカレドニアのカナク 
社会主義民族解放戦線で構成されるグループ。

太平洋諸島
太平洋諸島フォーラム メラネシア・スピアヘッド・ 

グループ（MSG）1971 年に設立され、オーストラリア、クック諸島、 
ミクロネシア連邦、フィジー、仏領ポリネシア、キリバス、 
ナウル、ニューカレドニア、ニュージーランド、 
ニウエ、パラオ、パプアニューギニア、マーシャル諸島、 
サモア、ソロモン諸島、トンガ、ツバル、バヌアツの 
18 ヵ国が加盟しているフォーラム。

中国

台湾

パラオ

ミクロネシア
連邦

北マリアナ諸島
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った。第1回インド・太平洋島嶼国首脳会談の一環とし
て、フィジーの首都スバでモディ首相は太平洋島嶼国
全14ヵ国の首脳と会談した。これは、主にインドと	
アフリカが関与するインド・アフリカ会議（IAFS）首脳	
会談をモデルとして構成されており、インド・太平洋
島嶼国協力会議の設立が提案された。
同首相の訪問に関する 1 つの重要な局面として、	

首脳会談にニュージーランドの公館が出席しなかったこ	
とが挙げられる。ただしこの状況は変化し、2017 年	
5 月にインドの V・K・シン外相がインド・太平洋島嶼国	
開発会議の一環としてスバを訪問した際には、	
ニュージーランドの高等弁務官が参加している。	
ニュージーランドのインド外交使節団はキリバス、ナウル、	
サモアという太平洋島嶼国 3 ヵ国と同時に認定を受けて	
おり、主にミクロネシアとポリネシアの外交活動を組
み合わせている。
インドはフィジーとパプアニューギニアに駐在武官

を配置した公館を置いている。
しかし、インドはチリにも駐在武官を派遣して	

いる。この南米の国は南太平洋と南東太平洋にかなり
海洋展開していることで、南太平洋の権力者として認め	
られている。インドとチリの軍事的関係には積極的な
軍事協力が関与しており、これによりチリ海軍は水陸
併用能力と物流能力を開発することが可能となる。
インドはまた、インドネシアとも関わりを持って	

いる。実際、モディ首相が最近インドネシアを訪れ	
た際、インド太平洋地域におけるジャカルタの海洋	
展開拡大を求めるインドネシアの「世界の海洋の要	
 （GMF）」構想の概念をインドは支持している。太平

洋諸島にまで範囲を拡大するインドの「アクトイースト」	
政策を支持することでインドネシアもこれに続くと考
えられる。
また、外交的にもインドネシアはインドの太平洋諸

島への展開拡大を支持することになると思われる。	
インドネシアはメラネシアにある 4 島（フィジー、	
パプアニューギニア、ソロモン諸島、バヌアツ）と、
ニューカレドニアのカナク社会主義民族解放戦線で構成さ	
れるメラネシア・スピアヘッド・グループ（MSG）に
属している。インドネシアが準加盟国として認められ
たのは 2015 年 6 月のことである。

MSG は経済的にも外交的にもインドの関与が長年
にわたって拡大し続けた従来型の太平洋島嶼国会議に
代わるものとして組織された。南太平洋地域、特に	
中国の影響力が高まっているメラネシア諸国における
同国の展開拡大に対抗するための戦術的な動きとして、	
インドが MSG への加盟を求めることが予想される。
中国がバヌアツに海軍基地を設置することを検討し

ていると伝えられていることから、オーストラリア、
ニュージーランド、米国、インドネシア、フランスな
どの国々は太平洋島嶼国におけるインドの海洋展開を
歓迎する可能性がある。中国がバヌアツに基地を設置
すれば、米国の緊密な同盟国であり、「ファイブ・	
アイズ（Five Eyes）」情報共有協定に加盟している	
オーストラリアとニュージーランドに地理的に接近して	
いることから、いずれはその基地が軍事的な「諜報基
盤」として利用される可能性がある。
興味深い点として、フランスが南太平洋に軍事基地

と海外領土を持っていることが挙げられる。フランス

2015 年 8 月に開催されたインド・太平洋島嶼国協力会議（FIPIC）首脳会談の間にインドの
ジャイプールにあるアンベール城を訪問した太平洋島嶼国首脳陣。AP 通信
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政府は最近、米印間の兵站相互支援合意（LEMOA）
と同様の合意をインド政府と締結している。インドと
フランス間の合意が実現すれば、インドは西部インド
洋のフランス軍基地を利用することができるようにな
る。仏印合意の範囲は南太平洋にも拡大され、これに
よりインドは太平洋諸島に基地建設の機会が得られる
可能性がある。
軍事協力には、フランス、ニュージーランド、	

オーストラリアと共に、2 年に 1 回の頻度で開催される仏軍	
主催多国間訓練「南十字星」などの演習へのインド軍
の参加が含まれる可能性がある。今後、太平洋諸島へ
のインドの関与は、インドがフランス、オーストラリア、	
ニュージーランド、米国とより積極的な情報を共有	
するようになるという形で発展すると考えられる。

フィジーの要因
インドの太平洋諸島への関与程度は、今年のフィジー
総選挙によって試されることになると予測される。	
ポリネシアン・トライアングルのすぐ外側に位置する
フィジーはメラネシア諸国とみなされてはいるが、その	
文化と政治はポリネシアの影響を受けており、1987 年
にインド系住民に対抗するクーデターが発生したにも
関わらず、全人口の約 40％ を占めるほどにインド系	
フィジー人口が高く、政治的影響力を行使している。

2006 年に軍司令官としてクーデターを起こして	
権力を握り、フィジー議会総選挙で大勝した 2014 年に
首相として権力を統合したバイニマラマ首相の下、	
過去 12 年の間にフィジーは政治的および経済的に長い道	
のりを歩んできた。2018 年総選挙でバイニマラマ首相
が引き続き政権を維持することになれば、フィジーは
MSG における地位を主張することに加えて、ポリネシア	
・スピアヘッド・グループ（Polynesian Spearhead 
Group）などの他地域フォーラムへの加盟を通して	
その政治的重みを主張し始める可能性がある。
その戦略的な立地条件に基づき、主に海外から、特

に中国とインドからの経済投資を足掛かりとすれば、
フィジーは南太平洋におけるシンガポール的な地位を
確立できるという考えをバイニマラマ首相は支持して
きた。インドはフィジーが 2006 年に開始した「ルック
ノース」政策の対象国に含まれている。

中国はその経済力を活かして、港浚渫や道路建設な
どのインフラプロジェクトへの資金提供を行い、事業
を請け負ったが、こうしたインフラは二重用途設計で
民軍両方の目的に使用される可能性がある。
インドが太平洋諸島への展開拡大を試みていること

から、MSG 諸国はスバを本部とする「レギオン	
 （Legion）」という名称の地域治安部隊を設立する可能
性がある。レギオンには MSG 管理者が配置され、	
軍人、警察、国境管理人員、税関担当人員で構成される	
と考えられているが、レギオンの軍部隊と警察部隊の
大部分の人員はフィジーとパプアニューギニアにより
賄われることになるであろう。特に 2018 年フィジー総
選挙後は、レギオンは積極的なインドの後援により	
軍事的・技術的支援を受けることが予想される。
こうしたイニシアチブを通じて、インドは	

太平洋島嶼国における軍事基地建設や駐在武官（特に海	
軍駐在武官）派遣に先んじて、同地域に対して	
軍事的側面からの外交努力を推進することになると考え	
られる。インドはまた、ディアスポラ（在外インド
人）を通じて南太平洋における存在感を高めること
ができる。オーストラリア、ニューカレドニア、	
フィジー、ニュージーランドにはかなりの規模の	
ディアスポラが存在しており、それが南西太平洋近
隣諸国とインド間の情報交換ルートの役割を果たせるた	
めである。
南太平洋の華人ディアスポラとは異なり、インド人

移民集団はその忠誠心が多様化しており、インドの国
や政党に対する支持に統一性がない。そのため、華人
ディアスポラのようにスパイ行為や斡旋収賄の根源に
なるとはみなされてはおらず、南太平洋諸国では歓迎
される兆候がある。
結論として、南太平洋と太平洋諸国へのインドの	

展開拡大は、同国が拡大しつつある海洋展開の一環と
なるものである。インド太平洋を超える地域に対する	
全体的な戦略的交渉の一環として、インドは同地域に	
おける既存の外交的、経済的、文化的な結び付きを改善	
していくことになると予想される。o

2015 年 8 月にインドのジャイプルで開催されたインド・太平洋島嶼国 
協力会議（FIPIC）首脳会談でバヌアツ共和国のサトー・キルマン
首相と握手するインドのナレンドラ・モディ首相（左）。AP 通信

2018 年 3 月にニューデリーで開催されたエネルギー会議で 
フィジーのバイニマラマ首相を歓迎するインドのナレンドラ・モディ 
首相（右）。AFP/GETTY 画像

バラジ・チャンドラモハンはフューチャー・ディレクションズ・インターナショナル（FDI/
Future Directions International）の客員研究員。これは 2018 年 6 月 13 日にオンライン雑誌 
 「ザ・ディプロマット（The Diplomat）」に掲載された記事で、FORUM のフォーマットに合
うように編集されている。 
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より安全な漁業の
開発
5,000 キロの海岸線に囲まれ	
世界第 4 番位の面積を誇る島、	

マダガスカルの住民はその生計
を大きく海洋に依存している。
世界的な漁業資源が衰退の	

危機に瀕していることから、	
マダガスカル南部の住民は国の
天然資源を保護するためにより
安全な代替漁法を開発した。
乱獲対策を推進する草の根

イニシアチブに参加するクリ
ン・ラツィンバザフィ（Clin 
Ratsimbazafy）氏は、「子供の
頃、父と一緒に釣りに行きまし
たが、魚はたくさんいました」
と語っている。
マダガスカル南西部沿岸にある	

アンダバドアカ村で傾きかけ	
た日差しを受けながら漁網を	
修理する同氏は、「しかし状況が	
変わり、私たちが海洋資源を保	
護する方法を把握するまで不漁が	
続きました」と続けている。
マダガスカルでは「ヴェル

ンヂアケ（Velondriake）」と
呼ばれる最初の地域主導型管理
海域（LMMA）が 2006 年に	
指定されている。この名称には	
 「海との共存」という意味が	
ある。この取り組みは 100 件以上	
の LMMA に拡散して、国内	
だけでなく、遠くはフィジーや
コスタリカにも伝わっている。

タコを成体に成長させ、	
資源を保護し、漁獲量を最大化	
することを目的とするヴェルンヂアケ	
のタコ禁漁区域を見学する	
ために、遠くはメキシコから	
訪問者が訪れることもある。
ヴェルンヂアケのリチャード	

・バドゥーラリー（Richard 
Badouraly）会長は、「資源の枯
渇により及ぼされる悪影響に	
ついて説明すると、毎日使う資源を	
保護することがいかに重要かを	
実感してもらえる」と語っている。
イニシアチブを支援する	

英国の自然保護団体、ブルーベン	
チャーズによると、現在では	
マダガスカルの海岸線の 11％ を	
管理しているこの地域社会は、
多くの場合、政府と協力しなが
ら、ディナ（dina）と呼ばれる
伝統的な査問会を取り締まりの
手段として用いている。

640 平方キロに及ぶヴェルン
ヂアケは、インド洋最大の地域
主導型管理保護区である。 
バドゥーラリー会長は、絶滅

危惧種が絶滅する前に他の地域
社会もこの草の根自然保護アプ
ローチを採用することを望んで
おり、「将来への私の希望は、
全地域社会が海の収穫に満足
し、すべてが繁栄できる環境に
なること」と語っている。ロイター

世界の展望IPDF

スウェーデン

スウェーデンでは、化石燃料を燃焼 
させずに鋼の製造が可能かどうかを 
テストする工場の建設が開始されている。
社長兼最高経営責任者のマグナス 

・ホール（Magnus Hall）（写真参照）
率いる大手電力・エネルギー会社、
バッテンフォール（Vattenfall）が鉄鋼
メーカーの SSAB と鉱山企業の LKAB と
提携し、158 億円相当（1 億 5,800 万米
ドル）のパイロットプラント建設を
進めている。
鉄から硬化鋼を作るために石炭を 

使用する既存の工場では、大量の二酸化 
炭素（温室効果ガス）が生成される。

2020 年までの完成を予定として 
ルレオ北東部の町に建設されている
この新しい工場では、石炭および石炭 
を乾留して作られる固体燃料である
コークスの代わりに水素が使用され
ることになる。バッテンフォール社
は、2018 年 6 月、HYBRIT と呼ばれるこ
の合弁会社は 2035 年までに産業プロ
セスを整えることを目指していると
述べている。
バッテンフォール社はさらに、同技術 

によりスウェーデンの二酸化炭素排 
出量を 10％ 削減できる可能性があり、
パリ（気象）協定における当国の目標
達成に貢献できると語っている。AP通信

化石燃料を
使わない
鋼の製造

マダガスカル

AFP/GETTY 画像
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2018 年 9 月中旬、欧州議
会で人間の介入・操

作なしに標的を殺傷する武器の開
発、製造、使用の国際的な禁止を
求める決議案が可決され、欧州連
合（EU）による「キラーロボッ
ト（殺人ロボット）」反対姿勢が
明らかとなった。
人工知能（AI）により、人間

の操作なしに目標を定めて攻撃
するようにプログラムされる 
この自律型致死兵器について、
サイバー攻撃やプログラミングの 
誤りにより危険が発生する可能
性があることを反対派は危惧 
している。
投票前日に行われた会議に 

おける討論の中で、「これは遠い 
将来やサイエンスフィクションの中 
の話に思えるかもしれないが、 
そうではない」と、フェデリカ・ 
モゲリーニ（Federica Mogherini）
EU外務・安全保障政策上級代表は
語っている。 
この決議は自律型兵器の開発

と使用の先手を打つことが目的
である。
非営利団体のヒューマン・ 

ライツ・ウォッチによると、 
米国、中国、イスラエル、韓国、 
ロシア、イギリスなどの国々
は、武装無人偵察機などを前身
とする自律型兵器システムの 
完成に近づいている。

2017 年、ロシアの武器メーカ
ーであるカラシニコフが「攻撃目

 「キラーロボット」の世界的禁止を呼びかける 
欧州連合議員

標を特定して決定を下す」ことが
できる自動兵器を開発したと、
ロシアのイタルタス通信は報じ
ている。
欧州議会での討論では、こう

した武器の使用は人権と人道法の
問題となるとして大半の議員が 
決議を支持しているが、同法律に 
より日常的使用の人工知能に関する 
科学的進歩が制限される可能性が 
あることを懸念する議員も一部存在 
している。
議員により強調されたもう 1 つ

の懸念は、ある地域で武器使用が
禁止され、他地域で禁止されなか
った場合に禁止地域が直面し得る
安保リスクである。
 「自律型兵器システムは国際的

に禁止する必要がある」とする 
欧州議会の欧州緑グループ・欧州自 
由連盟のボディル・ヴァレロ 

 （Bodil Valero）安保政策担当
広報担当者は、「生死を 
決定する力を人間の手から離 
して機械に委ねるべきでは
ない」と述べている。
この決議は 2018 年 11 月

に国連で予定されている 
国際交渉の前に、EU で共通の 
立場を確立することを求め
るものである。
欧州緑グループ・欧州

自由連盟の声明によると、
国連では 26 政府が人工知
能兵器の使用禁止を要求 
している。

9 月の投票の後、平和組織、 
PAX は、「この決議により、
自律型兵器の開発と使用を
禁止する推進力が多いに増
した」とその声明の中で述
べている。ロイター
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南アフリカで最も危険な地域の 1 つで銃声が
鳴り響いた直後、新技術により発砲位置が 
探知され、速やかに警察への通報が行われた。

米国を除けば、南アフリカは自動狙撃
探知技術を実装した初の国である。これ
は、同国のクルーガー国立公園では野生 
生物密猟対策にも利用されている。

悪名高きケープタウンの暴力的なケープ
フラッツ地区では 2018 年にこの技術を初めて
活用しているが、これはギャングによる銃撃
戦の有罪判決に大きく貢献している。警察は
同技術がより活用されることを願っている。

2016 年にマネンバーグ地区とハノーバー 
・パーク地区に同技術を導入したケ 
ープタウンのアルダーマン・J・P・スミス 
 （Alderman J.P. Smith）市会議員は、「発
砲事件の約 13％ は一般市民により通報され 
る。このシステムにより、すべての事件に 
非常に迅速に対応できるようになった」とし、 
 「探知される発砲地点の誤差はわずか2メートル 
から 10 メートル（6 フィートから 
33 フィート）の間である」と説明している。

同議員によれば、狙撃探知機が使用 
されている地域では違法銃の検挙率が5倍
に増えており、この技術により、銃暴力に
関する正確なデータも得られる。

同技術には音響センサーが利用されて
おり、それを近隣に設置する仕組みとなっ
ている。ケープタウンでは、現在の7平方
キロから 18 平方キロに同技術の用途範囲
を拡大することを計画している。

南アフリカは世界で最も殺人率が高い
国の 1 つであり、2018 年 9 月の警察の発表
によると、2017 年 4 月から 2018 年 3 月 
の間に 2 万 336 人が殺害され、前年の 1 万
9,016 人に比べて約7％増加している。その
多くはケープタウンを州都とする西ケープ
州のギャング暴力絡みである。

ケープタウン大学によると、国内の
殺人率は 10 万人当たり 34 人であるのに
対し、ケープフラッツ地区の一部地域で

は 10 万人当たり 250 人と著しく高い。
ケープタウン大学のガイ・ラム（Guy 

Lamb）犯罪学者は、「暴力は暴力を生む。 
1994 年以来、当地では失業率や貧困率、
不平等な状態が高まっており、この力学が
高い暴力犯罪率につながっている」と説明
している。

マネンバーグ地区の居住者、シェイキヤー 
・アダムス（Shakier Adams）氏が、 
ケープフラッツ地区での生活の様子を語 
っている。

「子供の頃から、文字通り日常的に争
いに巻き込まれてきた。誰と話すか、どこ
に行くか、誰と付き合うかに非常に注意し
なければならない」AP 通信

南アフリカ 

銃暴力対策

投稿から 1 時間以内に過激派	
コンテンツを削除できない場合
は、Google、Twitter、Facebook 	

などのインターネット企業に多大な罰金を	
科すことを欧州当局は計画している。

2018 年 9 月、欧州委員会のジャン
＝クロード・ユンケル（Jean-Claude 
Juncker）委員長は、同委員会は地域の	
安保強化取り組みの一環として新しい規則	
を提議したと発表している。
同委員長は1時間以内にコンテンツを

削除することが重要だと語っている。	
これは、この「1 時間」が最大の打撃が
発生するまでの重要な時間的目安となる
ためである。
欧州連合（EU）執行機関は、「テロ	

行為を準備、扇動、崇高するプロパガンダ」	
をネットから排除する必要があるとして
いる。こうしたコンテンツにフラグを立
てた国家当局から削除命令が出された後、	
それをホストしているインターネット	
会社に削除までに 1 時間の猶予を与える
というのが議案内容である。
同議案は EU 議員や加盟国からの	

承認が必要であり、これまで過激派	
コンテンツ対策に関して自主的アプローチ	
を取ることをオンライン企業に許可し

てきた EU に議案が提出されることにな
る。この 1 時間規則は、2018 年 3 月に	
オンラインにおける過激派コンテンツの	
拡散防止を目指して実施された一連の提案	
の 1 つである。
提案内容では、コンテンツが削除さ

れた後に再アップロードされるのを防止
するために、インターネット企業は自動
システムの実装などの対策を講じる必要
がある。これに準拠しない企業には、	
全世界年間売上高の最大 4％ の罰金が	
科されることになる。

YouTube を所有している Google の
場合、親会社アルファベット（Alphabet 
Inc.）の 2017 年売上高が 11 兆 900 億円	
相当（1,109 億米ドル）であることを考える	
と、その罰金は 4,400 億円相当（44 億米
ドル）に達する可能性がある。
 「当社は過激派コンテンツに迅速に	

対応し、暴力的な過激主義を当社	
プラットフォームから排除するという	
欧州委員会の希望に共鳴している」とする	
Google は、「同委員会がこうした問題へ	
の取り組みに注力していることを歓迎し、	
この重大な問題に関して引き続き同委員会、	
加盟国、法執行機関と緊密に協力を図る	
予定である」と述べている。AP 通信

1 時間内

66 IPD FORUM

欧州 
  インターネット企業に 

での過激派コンテンツ 
  削除を要請



最後の写真IPDF

写真撮影：加藤一誠（ISSEI KATO） | ロイター 

2018 年 6 月 21 日、防衛省で米インド太平洋軍のフィリップ・S・デービッドソン（Philip S. Davidson） 司令官
を迎える栄誉礼の準備を整える自衛隊の儀仗兵。ロイター通信によると、デービッドソン司令官は訪日中、 
安倍晋三首相および小野寺五典防衛相と会談し、日本の防衛に対する米国のコミットメントおよび北朝鮮 
における検証可能かつ不可逆的な完全非核化を約束した。「我々は北朝鮮の非核化手順を注意深く監視する必要が 
ある。この点で日米同盟が重要な役割を果たす」と小野寺防衛相は述べている。

白詰襟 軍服
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